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日本体育協会（公益財団法人）・日本オリ
ンピック委員会創立百周年記念として平成
23 年 7 月 15 日に表明された「スポーツ宣言
日本（二十一世紀におけるスポーツの使命）」
の冒頭に、「スポーツは、自発的な運動の楽
しみを基調とする人類共通の文化」とある。
また、三つある宣言の一つめは「スポーツ
は、運動の喜びを分かち合い、感動を共有
し、人々のつながりを深める」から始まる。
このような考え方は、国境を超え、男女、世
代、運動技能や体力水準、そして疾病の有無
をも超越した普遍的な真理に近いと言っても
過言ではない。超高齢化・少子化が進行した
我が国では、老人が老人を介護する「老老介
護」、軽症の認知症高齢者が重症の認知症高
齢者を介護する「認認介護」、「閉じこもり」
や「虐待」など憂うべき社会問題が顕在化し
ている。また、生活保護受給者が増加の一途
にあり、独居の高齢者による無縁死（孤独
死）も増えている。日本国民の老後の生活環
境は今後さらに厳しいものとなることが確実
視されているが、その対策は立っていない。
前代未聞の少産多死時代を迎えた我が国にお
いて、上記宣言の価値はますます高まるもの
と言える。
本プロジェクトの目的は、まさに「スポー

ツや運動を通して、同世代間・異世代間の喜
びや感動を共有し、高齢者を取り巻く人々の
つながり（絆）を深める」ことにある。この
「感動と絆」を感じとらせることこそが、高
齢者に元気と活力を与え、健全な生への希望

をふくらませることになると考えられる。こ
のような考え方に基づき、本報告書では、既
に発刊済みの報告書（第 1報および第 2報）
を包括する内容とし、さらなる充実を図っ
た。
具体的には、我々が長年たずさわるコホー
ト（茨城県および福島県、千葉県の市町）に
おいて、平成 21 年度・22 年度で開発した元
気長寿支援プログラムを適用し、長期的な観
点からプログラムの実践効果を検証した。ま
た、近年、二次予防事業対象者（特定高齢
者）に向けた運動プログラムだけでなく、通
所型介護施設（デイサービス等）における軽
度介護（要支援 1・2）者向けの重度化防止
（三次予防）を企図した身体機能改善プログ
ラムの需要が高まっていることから、これら
の社会的ニーズに呼応するために、要介護化
リスク評価尺度および要介護化予防プログラ
ム、さらには軽度介護者（デイサービス等の
利用者）の重度化防止プログラムについて長
期継続効果の観点から言及した。そして、こ
のような評価法およびプログラムが地域に根
づくための普及方法に関する検討にも着手し
ていることから、本年度は、茨城県笠間市と
福島県会津美里町、東日本大震災の被災地で
ある宮城県山元町における事例調査の報告を
最終章としてまとめた。詳細は各班員の報告
書を参照されたい。
平成 24 年度はこれまでの研究成果に基づ

き、運動が継続しやすく波及的効果がもたら
され、地域の人材や社会環境と融合・調和し
うる地域に根づく新しい元気長寿支援システ
ムの完成（長期間の効果検証まで）を目指す
計画である。

研究班長　田中喜代次 1）

はじめに　高齢者の元気長寿支援プログラム開発に関する研究
～第3報の報告にあたって～

1）筑波大学体育系
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1．背景
本邦の高齢化率（22.7％）は上昇を続け、5人に

1人が高齢者という社会が間近に迫っている 1）。高
齢社会の抱える認知症や寝たきりなどの要介護状
態を予防するために、運動の習慣化が推奨されて
いる。本プロジェクトの代表である田中らは、平
成 14・15 年度に中高年者の多くが使える「元気
長寿のための運動プログラム」2）を、平成 16・17
年度には、内科的、外科的疾患（病態）を有する
中高年者のために「疾病予防・改善のための運動
プログラム」3）を提案した。これらの成果を受け
て、本プロジェクトチームは、平成 20 年度より
高齢者の元気長寿を実現するための運動プログラ
ムを提案しようとしている。平成 22 年度には、
つまずき時に踏みとどまるバランス能力に着目し
た運動プログラムを提案した。
1年間に地域在住高齢者の約 3人に 1人が何ら

かの転倒を経験しており 4, 5）、転倒・骨折は本邦の要
介護化要因の約 10％を占めている 6）。人口の高齢
化がさらに進行していくと 7）、転倒の発生頻度や
その重傷度はさらに深刻化する可能性が高い 8, 9）。
このような事態を防ぐべく、転倒要因の解明や転
倒防止プログラムの開発が進められ 10, 11）、地域で
の転倒防止の取り組み 12）も展開され始めている。
転倒予防を目的とした無作為化比較試験（ran-

domized controlled trial： RCT）44 件のメタアナ
リシスでは、挑戦的なバランス運動（High-chal-
lenging balance training）が含まれ、かつ合計
50 時間以上の運動量を得ることが、最も効果的
であることが報告されている 13, 14）。しかし、挑戦的
なバランストレーニングは、効果が高い一方で転
倒の危険性があり 15）、安全性を確保する監視体制
が必要である。また、50 時間以上の運動量を確

保するためには、1時間の運動を 3ヵ月間で約週
5回、6ヵ月間で約週 3回以上の頻度が必要と、
地域での教室開催には負担が大きい。また、挑戦
的なバランス運動を安全に実践するには、体力水
準に適したバランス課題を高齢者が選択できるプ
ログラムが有効と考えられる 16）。50 時間の運動量
を確保するには、教室以外の日または教室終了後
も継続しやすい在宅運動が有効と考えられる 17）。
これまでの転倒防止プログラムの介入研究は、

骨折や早期寝たきりなどの臨床的な重要性や統計
学的な検出力（有意差の出やすさ）の問題から 18）、
易転倒性の高い虚弱高齢者を対象としたものが大
部分を占めている 13）。そのため、日本をはじめ世
界でも元気な地域在住高齢者を対象とした転倒防
止プログラムの介入研究はきわめて少ない。しか
しながら、高齢化の進展に伴い、元気な高齢者人
口もさらに増加すると予想されること、海外では
すでに地域レベル 19）や国家レベル 20）での転倒防
止への取り組みもみられることから、ポピュレー
ションアプローチを見据えた転倒防止プログラム
の開発が必要だと考えられる。
そこで本研究の目的は、地域在住高齢者が自宅

で継続的に実践できる転倒防止プログラムの効果
を検証することとした。

2．方法
（1）研究デザインおよび対象者
本研究のデザインは、比較対照群を設けずに介

入前後の効果を検討する介入研究である。無作為
化割り付けや運動をさせない対照群を用いること
は介入効果を検討するうえで有用であるが、運動
実践を望む者に対する倫理的な配慮 21）から本研
究では採用しなかった。
対象者は、2011 年 7 月から 10 月までの茨城県

A町の介護予防推進事業として開催される運動
教室の参加者である。参加条件は、①町内に在
住、②65 歳以上、③要介護認定を受けていない、

大久保善郎 1）、清野 諭 1）、鄭 松伊 1）、大須賀洋祐 1）、フィゲロア・ラファエル 1）、小澤多賀子 2）、田中喜代次 3）

1-1．転倒防止プログラムが地域在住高齢者の体力に及ぼす影響
～体力水準により選択可能な在宅運動～

1）筑波大学大学院人間総合科学研究科
2）株式会社THF
3）筑波大学体育系
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④医師から運動を制限されていない、⑤普段ほと
んど運動をしていない、の 5条件を満たす者とし
た。参加者は、町の広報誌や募集チラシ、ポスタ
ー、職員による参加奨励などにより募集した。応
募した 40 名から抽選で 30 名を参加者とした。ド
ロップアウト 4名を除く 26 名（男性 8名、女性
28 名）を最終分析対象者とした。
（2）測定項目
1） 基本属性
年齢、性、身長、体重、服薬数、既往歴、生活
機能、転倒状況、転倒不安、運動習慣：身長計
（YG-200、ヤガミ社製）を用いて 0.1cm単位で身
長を、体重計（Digital Bathroom Scale HD-316,
TANITA社製）を用いて 0.1kg 単位で体重を測
定した。
問診により現在服用している薬の数を聴取し

た。薬は、医師から処方された医療用医薬品と
し、薬局等で購入した一般用医薬品や医薬部外
品、サプリメントは除外するものとした。過去 1
年間の高血圧、糖尿病、心疾患（不整脈、心不
全、虚血性心疾患など）、高脂血症、緑・白内障
の既往の有無を聴取した。過去 1年間の転倒状況
および転倒不安の有無を、運動習慣の有無を聴取
した。なお、転倒は「自分の意志からではなく、
膝、上肢（手、腕など）あるいは尻や腰などの身
体部分が床や地面などのより低いレベルに接触す
ること 22）」と定義した。
地域で独立した生活を営む上で必要とされる活

動能力（生活機能）の評価に老研式活動能力指標
（Tokyo Metropolitan Institute of Gerontology
（TMIG）index of competence）23）を聴取した。
合計点に加え、項目 1～5により「手段的自立」、
項目 6～9により「知的能動性」、項目 10～13 に
より「社会的役割」を評価した。
2） 体力測定
高齢者の転倒関連危険因子について、体力的問
題に焦点を当てた場合、筋力低下やバランス障
害、移動能力制限は特に転倒への寄与率が高いと
いわれている 10）。したがって本研究では、体力測
定項目を筋力やバランス能力、移動能力を評価す
る項目から選定し、握力、連続上腕屈伸、30 秒
いす立ち上がり、開眼片足立ち、片足つま先立
ち、タンデムバランス、ファンクショナルリー
チ、長座体前屈、バックスクラッチ、ステップテ

スト、アップ＆ゴー、5 m通常歩行、タンデムウ
ォーク、豆運び、ペグ移動の計 15 項目を測定し
た 24-31）。すべての項目は、kg（0.1 単位）、秒
（0.01 単位）、または cm（0.1 単位）の測定値とし
て評価した。体力測定の前には問診によって当日
の体調を確認し、いずれの測定も体力測定に精通
したスタッフがおこなうことで、安全について十
分に留意した。各測定項目の測定方法は以下のと
おりである。
①握力：握力計（竹井機器工業社製 GRIP-D
5101）を利き手に持ち、両腕を体側で自然に下
げ、リラックスした姿勢をとるよう教示した。
次に、呼息しながら握力計を可能な限り強く握
るよう教示した。利き手は身体に触れないよう
に、かつ動かさないように注意した。0.1kg 単
位で左右 2回ずつ計測し、平均値を記録した。
②連続上腕屈伸：肘掛のない椅子に浅く腰掛け
て、利き腕に 2㎏のダンベルを持つよう教示し
た。ダンベルを持った腕を垂直に下げた状態か
ら上腕を屈伸する動作を、できる限り速くおこ
なうよう教示した。30 秒間で繰り返すことの
できた屈伸の回数を記録した。
③30 秒いす立ち上がり：両腕を胸の前で交差し、
背中を伸ばした状態で背もたれのついたいすに
浅く腰掛けるよう教示した。合図とともに、い
すから立ち上がり直立姿勢をとらせ、再びいす
に腰掛ける動作を可能な限り速く繰り返すよう
教示した。合図してから 5回目の直立姿勢をと
るまでの時間を 0.01 秒単位で 2回計測し、平
均値を記録した。
④開眼片足立ち：両手を腰に当て、両足をそろえ
て床の上に立った状態から片方の足を床から離
し、できるだけ長く立ち続けるよう教示した。
接地している支持足の裏が動いたり、腰に当て
た手が離れたり、支持足以外の身体部分が着地
した時点でバランスが崩れたものとみなした。
計測は足を上げた時点からバランスが崩れた時
点までの時間とし、最大値は 60 秒とした。左
右を問わず 0.01 秒単位で 2回計測し、平均値
を記録した。
⑤つま先片足立ち：両手を自然に体側に下ろし、
肩幅に開いた両足平行に、床の上に立った状態
から両足の踵を床から 4 cm程度離し、つま先
立ちになるよう教示した。つま先立ちで安定を
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確認した後、片足を床から離してできるだけ長
く立ち続けるよう教示した。全身の協調性を駆
使してバランスを保持できるよう、手は腰に当
てないよう求めた。踵が床についたり、支持足
以外の身体部分が着地した時点でバランスが崩
れたものとみなした。計測は足を上げた時点か
らバランスが崩れた時点までの時間とし、最大
値は 20 秒とした。左右 1回ずつ 0.01 秒単位で
2回計測し、平均値を記録した。
⑥ファンクショナルリーチ：壁に横向きに立ち、
伸展させた両腕を肩の高さまで前方に上げ、そ
の時点での第 3 指の先端を 0 cmとした。腕を
肩と同じ高さに保ったまま可能な限り上体を前
傾し、両腕の指先が前方に移動した距離を
1 cm単位で 2回計測し、平均値を記録した。
このとき、かかとは浮かせないよう教示した。
⑦タンデムバランス：両手を腰に当てて片足を一
足分前に出し、前足のかかとと後ろ足のつま先
をつけて直線上に立った状態で、できるだけ長
く立ち続けるよう教示した。足の裏が動いた
り、腰に当てた手が離れたり、下肢のみで姿勢
の維持が不可能になった時点でバランスが崩れ
たものとした。計測は前足のかかとと後ろ足の
つま先をつけて直線状に立った時点からバラン
スが崩れた時点までの時間とし、最大値は 30
秒とした。左右の足を入れ替えて 1回ずつ 0.01
秒単位で計測し、平均値を記録した。なお、体
重は両脚に均等にかけるよう教示した。
⑧長座体前屈：壁に臀部と背中をつけ、長座位姿
勢をとるよう教示した。両手を伸ばし、手のひ
らを長座体前屈計（竹井機器工業社製
T.K.K.5112）の上においたまま、膝を曲げない
よう上体を前屈するよう教示した。このときの
長座体前屈計の移動距離を 0.1cm単位で 2回
計測し、平均値を記録した。
⑨バックスクラッチ：立位で右手を上から背中側
におろし、左手を下から背中側に挙げ、両手の
中指同士ができるだけ近づくように教示した。
両手の中指の間の距離を 1 cm単位で左右 1回
ずつ計測し、平均値を記録した。両手の中指が
離れている場合はマイナス、重なっている場合
はプラスとした。
⑩ステップテスト：立位姿勢をとらせ、つま先か
ら約 20cm前方に高さ 19cmの台を設置した。

足の裏が台の高さ（19cm）まで上がるよう、
可能な限り速くその場で足踏みをおこなうよう
求め、左右の足を交互に 8回上げ下ろしするま
での時間を計測した。測定は 0.01 秒単位で 2
回おこない、平均値を記録した。
⑪アップ＆ゴー：重量のある肘掛けいすに深い座
位姿勢をとり、両手を膝の上に置くよう教示し
た。合図とともに立ち上がり、3 m前方のコー
ンを回って着座するまでの時間を 0.01 秒単位
で 2回計測し、平均値を記録した。一連の動作
は可能な限り速くおこなうよう教示した。
⑫5 m通常歩行：5 mの歩行路を通常の速さで歩
いたときの時間を 0.01 秒単位で 2回計測し、平
均値を記録した。歩行路の両端には 1 mの予
備路を設けた。
⑬タンデムウォーク：床上に引いた 3 mの直線
上を片足のかかとともう一方の足のつま先をつ
けながら、できるだけ速く歩くよう教示した。
かかととつま先がついていない場合、線を踏み
外した場合、壁に手をつくなどバランスが崩れ
た場合をエラーとした。3 mを歩ききるのにか
かった時間を 0.01 秒単位で 2回計測し、平均
値を記録した。なお、エラー 1回につき 1秒を
加えた。
⑭豆運び：大豆 60 個（直径約 0.6cm）を入れた
容器 1（直径 20.0cm、深さ 2.0cm）を非利き手
側に、容器 2（直径 5.0cm、深さ 3.5cm）を利
き手側に、両容器の最短距離を 20cmにして並
べた。対象者に両容器に正対するように座り、
合図とともに利き手で持った割り箸を使って豆
を 1個ずつ容器 1から容器 2へ移すよう教示し
た。制限時間は 30 秒で 1回のみ計測し、容器
2へ移した豆の数を記録した。
⑮ペグ移動：対象者からみて、手腕作業検査器
（竹井機器工業社製）の遠位の盤にペグを 48 本
さした状態で、検査器に立位で正対させた。合
図とともに左右それぞれの手にペグを 1本ずつ
持ち、手前の盤に移すよう教示した。制限時間
は 30 秒で 1回のみ計測し、手前の盤に移した
ペグの本数を記録した。

（3）介入方法
1） 教室概要
運動教室は、週 1回、120 分間で開催され、3

ヵ月間（体力測定（第 1回と第 14 回）、結果返却
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および閉講式（第 15 回）を含む全 15 回）であっ
た。各回の運動教室は、健康講話 20 分、ウォー
ミングアップ 15 分、モチベーションゲーム 15
分、主運動 40 分、整理運動 15 分の合計 120 分間
（うち休憩 5分×3回）から構成された。健康講
話の内容は、運動、栄養、ストレス対処、口腔、
転倒予防、介護予防など高齢期の健康についての
包括的な内容であった。
2） 運動内容
本研究で開発した体力水準により選択可能な在
宅運動プログラム（表 1）を含めたバランスと下
肢筋力トレーニングを提供した。
在宅運動は、挑戦的なバランス運動の条件であ
る①重心移動、②支持基底面の減少、③上肢の支
えの減少の 3つを満たし（Sherrington et al.,
2008）、虚弱高齢者から元気高齢者まで 4つのレ
ベルから選択する形式を採用した（Campbell et
al., 1997; Gardner et al., 2001）。運動種目は、バラ
ンス保持や躓き防止に必要な筋力強化することを
目的として、前脛骨筋、大腿四頭筋、ハムストリ
ングス、腓腹筋、腸腰筋、中臀筋を訓練する下肢
の筋力トレーニング（足背屈、股関節外転、膝伸
展、膝屈曲、腿上げ、足底屈、スクワット、ラン
ジ）とバランストレーニング（片足立ち、片足つ
ま先立ちつま先上げ）から構成された。効果的な
トレーニングに不可欠な個別性、漸進性、継続性
の原則を満たすためにレベル 1からレベル 4まで

の 4段階の難易度のプログラムを作成し、個々の
体力レベルに合わせて選択できるようにした。運
動教室中に在宅運動を指導し、自宅において週 3
～5回、1～2セットを実践するように推奨した。
すべての運動種目を週 3回以上 2セットずつ実践
できたら次のレベルに移行するように導いた。参
加者は在宅運動の実践状況を運動日誌に記入し、
毎週提出するよう求め、在宅運動の実践状況につ
いてスタッフが確認してフィードバックのコメン
トを記入して返却した。
運動教室では、バランス・下肢筋力トレーニン

グに加えて、近年多くの研究により転倒防止効果
が示唆されている太極拳 32）を指導した。太極拳
はゆったりとした動きの陽名時 24 式とし、各教
室では 1～3式の型を学習して、3ヵ月間で 24 式
を一通り実践した。
準備運動には、全身の筋温上昇と柔軟性の向上

を目的とした動的ストレッチング、軽度の筋力ト
レーニング、軽度の有酸素性運動をもちいた。整
理運動には、運動で使用した筋の血行促進を目的
とした静的ストレッチング、リラクゼーションを
もちいた。
（4）統計解析
結果は平均値と標準偏差または割合で示した。

介入の効果を検討するために、対応のある t検定
をもちいて教室前後の各体力測定値を比較した。
有意水準は 5％未満とし、統計解析には IBM

種目 レベル1 レベル2 レベル3 レベル4

筋力
足背屈 10回（座位） 15回（座位） 20回（座位） 20回（立位）
股関節外転 左右10回ずつ（支え有） 左右15回ずつ（支え無）
膝伸展 左右10回ずつ（座位） 両足で10回（座位）
膝屈曲 左右10回（支え有）
腿上げ 左右10回ずつ（支え有） 左右15回ずつ（支え有） 左右15回ずつ（支え無）
足底屈 10回（支え有） 左右10回ずつ（支え有） 左右15回ずつ（支え有） 左右20回ずつ（支え有）
スクワット 10回 10回
ランジ 左右10回ずつ 左右15回ずつ

バランス
片足立ち 左右30～60秒ずつ 左右40～60秒ずつ

片足つま先立ち 左右20～30秒ずつ
（支え有）

左右10～20秒ずつ
（支え無）

表1．体力レベルに合わせて選択可能な在宅運動プログラムの詳細

バランストレーニングは，上肢の支持を少しずつ減少させる．
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SPSS Statistics 20 をもちいた。

3．結果
（1）基本情報
参加者の年齢は 71.2±3.1 歳（男性 72.0±3.1、

女性 70.8±3.2）であった。表 2には、参加者の
介入前の特徴として、基本属性、転倒、転倒不
安、運動習慣の保有状況、過去 1年間の既往歴、
生活機能状態を示した。
（2）教室前後の体力測定値の変化
表 3には、教室前後の体力測定値と変化量を

示した。連続上腕屈伸では、23.9±4.9 回から
27.9±4.5 回へ有意に増加した（P<0.01）。30 秒い
す立ち上がりでは、18.7±6.5 回から 24.6±4.6 回
へ有意に増加した（P<0.01）。開眼片足立ちでは、
34.1±22.2 秒から 47.9±18.5 秒へ有意に増加した
（P<0.01）。片足つま先立ちでは、1.9±1.6 秒から
4.0±3.1 秒へ有意に増加した（P<0.01）。長座体
前屈では、34.8±8.0cmから 40.3±8.3cmへ有意
に増加した（P<0.01）。豆運びでは、7.0±3.5 個
から 9.1±2.7 個へ有意に増加した（P<0.01）。そ
のほか、握力、ファンクショナルリーチ、タンデ
ムバランス、バックスクラッチ、ステップテス
ト、アップ＆ゴー、5 m通常歩行、タンデム歩
行、ペグ移動では有意な変化がみられなかった。

項目 平均値±標準偏差
または割合（%）

年齢，歳 71.2 ± 3.1
性，女性 69.2
身長，cm 155.9 ± 7.6
体重，㎏ 57.6 ± 9.1
服薬数，個 1.9 ± 1.5
転倒，あり 26.9
転倒不安，あり 15.4
運動習慣，あり 76.9
高血圧，あり 42.3
糖尿病，あり 11.5
心疾患，あり 0.0
高脂血症，あり 26.9
緑内障・白内障，あり 19.2
腰痛症，あり 19.2
膝関節症，あり 15.4
老研式活動能力指標，
点（13） 12.1 ± 1.2

手段的自立，点（5） 4.8 ± 0.5
知的能動性，点（3） 2.9 ± 0.3
社会的役割，点（5） 4.3 ± 0.9

表2．対象者の介入前の特徴（N＝26）

項目 教室前 教室後 変化量

握力，kg 25.2 ± 6.0 25.4 ± 5.7 0.2 ± 1.3
連続上腕屈伸，回／30秒 23.9 ± 4.9 27.9 ± 4.5 4.0 ± 3.5 **
30秒いす立ち上がり，回/30秒 18.7 ± 6.5 24.6 ± 4.6 5.9 ± 6.4 **
開眼片足立ち，秒 34.1 ± 22.2 47.9 ± 18.5 13.8 ± 18.0 **
片足つま先立ち，秒 1.9 ± 1.6 4.0 ± 3.1 2.7 ± 2.5 **
ファンクショナルリーチ，cm 29.5 ± 4.8 30.7 ± 4.8 1.2 ± 4.6
タンデムバランス，秒 27.5 ± 6.6 29.3 ± 2.5 1.8 ± 5.8
長座体前屈，cm 34.8 ± 8.0 40.3 ± 8.3 5.6 ± 4.9 **
バックスクラッチ，cm －8.9 ± 9.2 －8.9 ± 9.8 0.1 ± 3.0
ステップテスト，秒 4.2 ± 0.6 4.3 ± 0.6 0.1 ± 0.6
アップ&ゴー，秒 6.1 ± 0.8 6.1 ± 0.8 －0.1 ± 0.6
5 m通常歩行，秒 3.4 ± 0.3 3.6 ± 0.4 0.1 ± 0.4
タンデムウォーク，秒 12.1 ± 3.4 11.2 ± 4.1 －1.0 ± 6.2
豆運び，個／30秒 7.0 ± 3.5 9.1 ± 2.7 2.1 ± 3.8 **
ペグ移動，本／30秒 37.6 ± 3.6 35.2 ± 8.1 1.9 ± 7.4

表3．教室前後の体力測定値の変化（N＝26）

平均値 ± 標準偏差
* P < 0.05，** P < 0.01：教室前後の比較（対応のある t検定）
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4．考察
（1）転倒防止プログラムの転倒関連体力への影響
本研究では、転倒防止効果検証の途中経過とし
て、転倒防止プログラムが転倒関連体力に及ぼす
影響を検討した。転倒関連体力の改善つまり転倒
リスクの低減は、転倒防止効果の一つと考えられ
ている 17）。本研究の結果は、体力レベルに合わせ
て選択可能な在宅運動プログラムを含む下肢筋力
とバランスのトレーニングが地域在住高齢者の体
力の筋力、バランス、柔軟性、巧緻性の改善に有
効であることを示している。
筋力の指標である 30 秒いす立ち上がりと連続

上腕屈伸では、教室前後でそれぞれ 4.0 回と 5.9
回有意に増加していた。筋力は身体的虚弱や転倒
の大きな要因であることが報告されている 33）。本
研究では、在宅運動のスクワットやランジ、中腰
姿勢での太極拳が下肢の筋力の改善に寄与してい
ると考えられた。上肢の筋力改善には太極拳に伴
う上肢の運動が寄与していると考えられた。
バランスの指標である開眼片足立ちおよび片足

つま先立ちも、教室前後でそれぞれ 13.8 秒およ
び 2.75 秒、有意に増加していた。開眼片足立ち
は本邦の高齢者を対象としたメタアナリシスでも
転倒との有意な関連がみとめられている 34）。バラ
ンストレーニングと太極拳が、姿勢の安定性 35）

や Berg Balance Scale 36, 37）を改善させることも示
唆されている。本研究では、在宅運動の片足立ち
や太極拳に含まれる片足動作が、片足バランスの
改善に寄与していると考えられた。また片足つま
先立ちは、支持基底面が最も小さい高難度のバラ
ンス課題であるが、つまずき時に踏みとどまる能
力として本プロジェクトにより開発したものであ
る 31）。本結果は、片足つま先立ちを訓練すること
で、つまずき時に踏みとどまる能力が改善する可
能性を示唆するものと考えられた。
また柔軟性の指標である長座体前屈は 5.6cm

有意に増加していた。準備運動としての動的スト
レッチングと整理運動としての静的ストレッチン
グが、柔軟性の向上に寄与していると考えられ
た。
巧緻性の指標である豆運びも 2.1 個有意に増加

していた。太極拳を 3年以上実践している高齢者
は、一般の健常高齢者よりも eye-hand coordina-
tion（目と手の協調性）が有意に良好であると報

告されており 38）、太極拳が巧緻性の改善に寄与し
ていると考えられた。巧緻性と転倒の報告は見当
らないが、巧緻性は認知機能を介して転倒と関連
している可能性も考えられる。
一方で、歩行能力の指標であるステップテスト、

アップ＆ゴー、5 m通常歩行では有意な変化がみ
られなかった。低い歩行能力は多くの先行研究で
転倒との関連が報告されている 10）。鈴木ら（1999）
の縦断研究では通常歩行速度の低い群（0.96m/s）
が高い群（1.28m/s）よりも有意に転倒が増加して
おり 39）、歩行能力の改善は転倒防止に寄与するこ
とも報告されている 17）。本研究の参加者の通常歩
行速度は平均 1.47m/s であり、介入前からすでに
歩行能力が良好であったため顕著な改善が得られ
なかった可能性が考えられる。さらに Sherrington
et al.（2008）のメタアナリシスでは 13）、介入内容に
ウォーキング系の運動が含まれていると転倒が有
意に増加する結果となった。その理由としては、
参加者が不用意に活動性を高め、結果として転倒
が増加することが挙げられる 40）。ウォーキングと
転倒に関してはさらなる検討が必要である。
（2）研究の限界
本研究の限界として、第 1に対象者の選択バイ

アスの問題が考えられた。本研究の対象者は茨城
県の一地区に在住する高齢者であるため、現段階
で一般化することは困難である。また、普段ほと
んど運動をしていないことを募集時の参加要件と
したが、散歩やウォーキングを含めると参加者の
76％が何らかの運動習慣を保有しており（表 2）、
厳密な条件の統一は困難であった。第 2に交絡の
問題が考えられた。本研究は対照群を設けていな
いため、介入効果の中に測定に対する学習効果や
季節変動の影響が混入している可能性を否定でき
ない。自治体の介護予防事業の中で異なるプログ
ラムを提供することは不公平感や不満をもたらす
場合もあり、特にランダム割り付けをおこなうこ
とは困難だと考えられるが、今後の課題として必
要であると思われる。一方で、本研究は地域での
実現可能性が高いという特徴を有しているといえ
る。第 3に検者バイアスの問題が考えられた。本
研究の測定検者には、運動教室の指導者が含まれ
ていたため、盲検化することが望ましいと考えら
れた。第 4にアウトカムの問題がある。本プログ
ラムは転倒防止を主要な目的としているため、転
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倒防止効果を検証するためには、教室修了後の追
跡調査により転倒状況を評価することが不可欠で
ある。現在、月に 1度の郵送法により転倒状況お
よび運動の継続状況を調査しているため、今後
は、本プログラムの直接的な転倒防止効果を検証
してゆく予定である。
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1．緒言
我々は、平成 22 年度日本体育協会スポーツ医・

科学研究報告 Ⅰ「高齢者の元気長寿支援プログ
ラム開発に関する研究－第 2 報－」において、

「歩行能力の維持・改善に着目した身体的虚弱改
善プログラムの開発」を報告した 1）。本章では、
先の報告に基づき作成された歩行能力維持・改善
プログラムについて、検証結果を報告する。

これまでに、要介護状態に陥るリスクの高い身
体的虚弱高齢者に対する運動の有効性は数多く報
告されている 2-6）。我々の研究グループでも、
2006 年度より茨城県八千代町と協働し、要介護
状態に陥るリスクの高い身体的虚弱高齢者を対象
に、介護予防運動教室（週 1 回 90 分、3 ヵ月間）
を開催している。下肢筋力や平衡性、歩行、スト
レッチを含めた包括的な運動プログラムや簡単な
在宅運動を提供することで、教室後に歩行能力や
柔軟性、平衡性、下肢筋力などの体力が有意に維
持・改善している 1, 7）。

上述したように、身体的に虚弱な高齢者であっ
ても運動プログラムを適切に提供することで、体
力が維持・改善することは周知の事実といえよう。
一方で、虚弱高齢者の体力差は大きいことから 8）、
近年、運動プログラムの特異性・個別性をさらに重
視した運動プログラムが希求されている 5）。体力
の中でも歩行能力は、高齢者が自立した生活を送
る際に、必要不可欠な能力として位置づけられて
いる。歩行能力が著しく低下すると、身体活動
量・外出頻度の減少、社会的役割（知人のお見舞
い・若年層との交流）・知的能動性（興味・関心）
の低下、そして最終的には家事や交通機関の利用
といった手段的日常生活動作能力の低下が懸念さ
れる 9, 10）。歩行能力の低下が、高齢期における

様々な健康状態（移動能力制限、日常生活動作能
力障害、入院、死亡など）の予後と関連する 11-13）

ことも考慮すると、歩行能力の維持・改善に特化
した運動プログラムの開発が重要となろう。

加齢に伴う歩行能力の低下は、平衡性の低下 14）、
大腰筋の減少 15）、膝伸展筋力の低下 16）などが複
合的に絡み合って惹起される。我々は、平成 22
年度日本体育協会スポーツ医・科学研究報告 Ⅰ

「高齢者の元気長寿支援プログラム開発に関する
研究－第 2 報－」において、歩行能力の改善に影
響を及ぼす体力因子を報告した。教室前後におけ
る歩行速度の変化量を従属変数、各体力因子（下
肢筋力・柔軟性・静的平衡性・動的平衡性）の変
化量を独立変数とした強制投入法による重回帰分
析をおこなった結果、下肢筋力と静的平衡性の変
化量が歩行能力の変化量に有意に影響を及ぼして
いた（R 2＝0.34）1）。これらの体力因子に着目する
ことで、歩行能力の維持・改善に特化した運動プ
ログラムの作成が可能になると考えられる。ま
た、歩行能力の低下には、円背や膝痛などの外科
的疾患も体力の低下以上に大きな影響を及ぼして
いると考えられる。見方を変えれば、上述した 3
つの身体的な低下要因（身体機能・円背・膝痛）
を抑制する運動プログラムを提供することで、歩
行能力を良好に保持していくことが可能であると
考えられる。したがって、本研究の目的は、身体
機能（下肢筋力と静的平衡性）、円背および膝痛
の身体的低下要因に着目した運動プログラムを提
案し、身体的虚弱高齢者の歩行能力に対する有効
性を検討することとした。また、先述したよう
に、虚弱高齢者の体力差は大きく、運動プログラ
ムを一律に提供したとしても、教室前の身体的な
機能状態により、効果の異なることが予想され
る。考案した運動プログラムの適合集団の特徴を
明らかにするため、教室前の身体機能と運動プロ
グラムの効果の関連性についても検討することと
した。

大須賀洋祐 1）、根本みゆき 1）、鄭　松伊 1）、沖　直哉 1）、大久保善郎 1）、フィゲロア・ラファエル 1）、
藪下典子 2）、田中喜代次 3）

1-2．身体的虚弱高齢者における歩行能力の維持・改善プログラムの効果検証

1）筑波大学大学院人間総合科学研究科
2）医療法人八千代会八千代病院
3）筑波大学体育系
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2．方法
（1）対象者

対象者は、平成 23 年度に茨城県八千代町で開
催された二次予防事業施策の運動教室に参加した
高齢者 33 名とした。そのうち教室の出席が全 12
回中 8 回未満であった者 2 名、教室の開催前また
は終了後の体力測定に参加できなかった者 2 名を
除いた 29 名（77.8±5.6 歳、男性 6 名、女性 23
名）を分析対象者とした。

本研究の対象者は、二次予防事業施策の一環と
して開催された介護予防運動教室に参加した者で
ある。本介護予防運動教室では、介護予防運動教
室対象者を基本チェックリスト 17）の運動器に関
する 5 項目（①階段昇降の際に手すりや壁を使用

している、②椅子に座った状態から何かにつかま
って立ち上がっている、③15 分間位続けて歩い
ていない、④この 1 年間に転んだことがある、⑤
転倒に対する不安が大きい）のうち 3 項目以上に
該当する者を要支援・要介護リスクとして選定し
た。本研究対象者の多くは、上記の選定手順に準
拠しているが、介護予防運動教室対象者には要介
護認定の新規申請時や更新申請時に非該当であっ
た者、保健師の訪問活動や地域住民からの情報提
供により選出された体力低下が危惧される者な
ど、基本チェックリスト以外での選出者も含まれ
ている。したがって本研究では、本介護予防運動
教室の参加者を要介護に陥る危険性が高い「身体
的虚弱高齢者」と定義した。

時 間 内 容 備 考

集合、準備、スタッフ打ち合わせ9:00

9:20

9:55

10:00

10:25

10:35

11:25

11:30

①先発組到着

1）名札の配布、荷物の預かり

2）体調チェック（血圧測定、服薬確認、体調、自覚症状の確認）

②送迎バス到着：誘導

1）名札の配布、荷物の預かり⇒事務室へ

・血圧再測定が必要な参加者を保健師に伝える

2）体調チェック（血圧測定、服薬確認、体調、自覚症状の確認）

3）みんなの体操の体験：待ち時間プログラム

③教室開始

1）はじめに

（目的、運動内容、留意事項など）

2）準備運動、4種目の下肢の筋力運動

休憩・移動

4）教室終了→ホールへ移動

・体調チェック

・まとめ

3）小グループ運動（3班に分かれる）

・個人ファイルの再説明、次週の案内

・本日の教室内容について

・挨拶

終了、片付け、反省会

・運動日誌の記入状況をチェックする

・必要に応じて血圧測定

・出欠、体調の確認

・椅子を半円に並べる

表1．八千代町介護予防教室プログラム（一回の教室の流れ）
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（2）介護予防運動教室概要
本介護予防運動教室では、週 1 回の運動教室を

計 14 週間（全 14 回うち事前事後の体力測定およ
び質問紙調査を含む）開催した。1 回の教室スケ
ジュールについては表 1を参照されたい。会場
となる保健センターまでの交通手段は、自家用車
での来場、家族送迎またはバスによる送迎のいず
れかを参加者が選択した。

毎回の教室時間は、体調確認や健康講話、休憩
時間を含め 90 分であり、そのうち運動時間は約
45 分であった。1 回の教室内容は、1）血圧測定、
服薬、関節痛の有無などの体調確認、2）全員が
体調確認を終了するまでの待ち時間運動として

「NHK みんなの体操」やレクレーション運動、

3）準備運動（座位保持のままできる首、肩、胸
部のストレッチや爪先・かかと上げやいすからの
立ち上がりといった下肢の筋力運動など）、4）主
運動（膝痛・円背・身体機能に着目した運動）、
5）整理運動（リラクセーション、ストレッチな
ど）により構成した。詳しくは、表 2を参照さ
れたい。

運動教室開始後の 1 ヵ月間は、準備期として運
動に慣れることや身体の動きを知ることを目的
に、身体各部を意識しながらの動作を集団で運動
を指導した。その後 2 ヵ月間は、運動量を確保す
るため 1 グループ 5～6 人のグループ単位で、歩
行や立位姿勢における平衡性、筋力運動などを含
めた複合的な運動およびリラクセーションやスト

主運動 在宅運動

初回 体力測定・調査

１
か
ら
４
回
目

５
か
ら
６
回
目

７
か
ら
９
回
目

１
０
か
ら
１
２
回
目

【4つの下肢筋力運動】

つまさきあげ（8～10回）

かかとあげ（8～10回）

椅子からの立ち上がり（8～10回）

足踏み（8～10回）

【膝痛予防・緩和運動】

ゴムバンドを用いた大腿四頭筋運動（各足8呼息×3セット）

ゴムボールを用いた内外転筋運動（各8秒静止×3セット）

立位での膝屈伸運動（8秒静止×5セット）

仰臥位での大腿四頭筋運動（各足8呼息×3セット）

【円背姿勢の悪化予防・改善】

ゴムバンドを用いた広背筋運動（10回×3セット）

バランスマットを用いた体幹運動（8秒静止×3セット）

背筋を伸ばして歩くゲーム

うつ伏せでの脊柱の伸展ストレッチ（4秒静止×5セット）

座位での脊柱屈曲伸展協調運動（10回×3セット）

立位での股関節伸展協調運動（10回×3セット）

【静的平衡性・下肢筋力の維持・向上】

セラバンドを用いた股関節屈曲運動（10回×3セット）

継ぎ足歩行（3m×3往復）

大股歩き（3m×3往復）

立位での股関節伸展運動（10回×3セット）

片足立ち運動（各足30秒×3セット）

膝関節関節屈曲運動（10回×3セット）

最終回 体力測定・調査

表2．歩行能力の維持・改善に着目した運動プログラムの概要
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レッチを実践することとした。運動指導は、高齢
者への運動指導が熟練した指導者が担当した。ま
た、運動実践への意識を高めることを目的に、運
動の重要性や栄養改善に関する講話をグループ指
導に含めた。さらに、本教室では体力の維持・改
善と運動教室終了後の運動習慣の定着を目的に在
宅用の運動を提供した。運動内容はマシンや特別
な用具を使わずにできる歩行能力の改善を目的と
した運動であり、立ち上がりや歩行などの日常生
活動作を円滑に遂行できることを目標とした。1
週間の運動種目は教室中におこなう下肢の筋力運
動 4 種目（足関節の底屈および背屈、腹筋運動、
スクワット）を必須項目とし、1 週間ごとに異な
る 1 種目の運動を提供し、計 8 種目とした。これ
らは安全面に配慮し、基本的に座位あるいは仰
臥・伏臥位で実践する内容であり、すべての運動
を実践した場合、実践時間が 15 分程度になるよ
う考慮するとともに教室期間中に多種目の運動を
学習できるようにした。運動実践状況の確認のた
めに在宅運動日誌を配布し、教室期間中の 14 週
間にわたり記録を求めた。

（3）測定項目
1） 形態測定

形態指標として、身長計（YG-200、ヤガミ社
製）を用いて 0.1cm 単位で身長を、体重計（digi-
tal bathroom scale HD-316、TANITA 社製）を用
いて 0.1kg 単位で体重を測定した。また、体重

（kg）を身長（m）の 2 乗で除すことにより body
mass index（BMI）を算出した。
2） 体力測定

体力測定項目は、平成 22 年度日本体育協会ス
ポーツ医・科学研究報告 Ⅰ「高齢者の元気長寿
支援プログラム開発に関する研究－第 2 報－」に
おける、「歩行能力の維持・改善に着目した身体
的虚弱改善プログラムの開発」と同様の項目を測
定したので、そちらを参照していただきたい 1）。
3） 質問紙調査
①疾患および関節痛状況

対象者の健康状態を把握するため、疾患および
関節痛状況を個別に聴取した。疾患状況は脳血管
疾患、高血圧、糖尿病、心疾患（不整脈、心不
全、虚血性心疾患）、呼吸器疾患、骨粗鬆症の有
無を聴取した。関節痛は腰痛、股関節痛、膝関節
痛、足関節痛の有無を聴取した。

②身体活動量
身体活動量は、physical activity questionnaire

for elderly Japanese（PAQ-EJ）を用いて評価し
た。PAQ-EJ は、我が国の高齢者のライフスタイ
ルを勘案して作成されており、移動、低・中高強
度運動、低・中高強度家事、仕事活の 6 つの活動
概念で構成されている自記式の質問紙である 18）。6
つの活動頻度および活動時間を聴取し、PAQ-EJ
に記載されている活動強度（metabolic equiva-
lents：METs）を乗じることで各活動量（METs・
時/週）を算出した。
③主観的な身体機能および活力の評価

主観的な身体機能および活力の評価には、
Medical Outcomes Study 36-item Short Form
Survey 日本語版 19）の身体機能得点および活力得
点を用いた。身体機能得点は、移動能力や日常的
な身体動作に関連する 10 の質問項目に対して、

「とてもむずかしい」、「少しむずかしい」、「全然
むずかしくない」の 3 件法で回答を求めた。活力
得点は、過去 1 ヵ月間における心理的な疲労度お
よび活性度に関連する 4 つの質問項目（1．元気
いっぱいでしたか、2．活力にあふれていました
か、3．疲れ果てていましたか、4．疲れを感じま
したか）について、「いつも」、「ほとんどいつ
も」、「ときどき」、「まれに」、「ぜんぜんない」の
5 件法で回答を求めた。各項目の合計得点は、認
定 NPO 法人健康医療評価研究機構が提供してい
るスコアリングプログラム（Excel：Microsoft
社製）を用いて、100 点満点で算出した。

（4）統計解析
各体力測定値および質問紙スコアの結果は、平

均値±標準偏差で示した。教室前後における体力
測定値、質問紙スコアを比較するため、対応のあ
る t検定を施した。教室前の歩行能力が、運動プ
ログラムの効果に及ぼす影響を検討するため、教
室前の体力測定時のアップ＆ゴーの測定値をもと
に二分位（低値群・高値群）に群分けし、両群の
体力測定値の変化の違いを二元配置の分散分析を
用いて検討した。すべての統計解析には IBM
SPSS Statistics 19.0 を用い、統計的有意水準は
5％に設定した。
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3．結果
（1）教室出席率および在宅運動実践率

教室出席率は、89.9％、在宅運動実践率は、
78.7％であり、本介護予防運動教室に対する参加
者の参加率は良好であった。

（2）教室前後における参加者の身体機能変化（表
3）

教室前後におけるアップ＆ゴーの測定値は、そ
れぞれ 11.2±3.6 秒、10.6±2.6 秒（改善率 2.3％）
と改善傾向にあったが、統計的有意差には至らな
かった。その他の体力測定項目についても、改善
傾向にあったが、統計的有意差には至らなかっ
た。改善率の最も高かった体力測定項目は、ステ
ップテストであった（9.0％）。

（3）教室前後における外出頻度、身体活動量、心
理面の変化（表 4）

教室前後における外出頻度は、それぞれ 5.8±
2.2 回/週、6.7±1.0 回/週であり、週あたり約 1
回有意に増加していた。身体活動量は、仕事活動
量は有意に減少したものの（42.8METs・時/週
→25.4METs・時/週）、その他の活動量は維持し
ていた。心理面については、身体機能得点は維持
していたが、活力得点が 10 点以上有意に増加し
た。

（4）教室前の歩行能力が運動プログラムの効果に
及ぼす影響（図 1）

教室前後において、アップ＆ゴー低値群と高値
群で有意な交互作用がみられた項目は、アップ＆
ゴー、長座体前屈、5 回いす立ち上がりであり、
アップ＆ゴー低値群は、アップ＆ゴー高値群と比
較 し て 改 善 率 が 有 意 に 高 い 結 果 で あ っ た

（P<0.05）。

4．考察
（1）教室前後における参加者の体力変化

本研究の結果から、身体的な虚弱の進行が著し

身体的特徴
年齢、歳 77.8±5.6

146.8±6.5
51.3±8.3
23.7±2.8
  4（13.8）
3.3±2.7

2（6.9）
18（62.0）
4（13.8）
5（17.2）

0
1（3.4）

13（44.8）
4（13.8）
11（37.9）
1（3.4）

2（6.9）
1（3.4）
1（3.4）

身長、cm
体重、kg
BMI†、kg/m2

側湾の有無、n（％）
服薬数
疾患状況
脳血管疾患、n（％）
高血圧、n（％）
糖尿病、n（％）
心疾患、n（％）
呼吸器疾患、n（％）
骨粗鬆症、n（％）

関節痛状況
腰痛、n（％）
股関節痛、n（％）
膝関節痛、n（％）
足関節痛、n（％）

ライフスタイル
喫煙の有無、n（％）
飲酒の有無、n（％）
独居の有無、n（％）

注）各測定値は全て平均値±標準偏差
†: body mass index

表3．教室参加者の基本的特徴（n＝29）

教室前

11.7±13.0

31.9±　8.6

21.3±　5.6

7.5±　3.3

11.2±　3.6

9.6±　2.7

11.3±12.4

32.0±　8.2

22.7±　6.5

6.8±　2.0

10.6±　2.6

9.4±　2.2

0.812

0.945

0.240

0.251

0.334

0.541

3.6

0.2

5.9

9.0

5.2

2.3

教室後

体力測定値
改善率（％）P

＋　開眼片足立ち、秒

＋　長座体前屈、cm

＋　ファンクショナルリーチ、cm

－　ステップテスト、秒

－　5回椅子立ち上がり、秒

－　アップ＆ゴー、秒
注）：各測定値は全て平均値±標準偏差
＋：値が大きいほうが良い値
－：値が小さいほうが良い値

表4．教室前後における参加者の体力変化（n＝29）
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い高齢者であっても下肢筋力、平衡性、歩行、ス
トレッチを含めた複合運動や在宅でも実践可能な
運動を提供することにより、身体的虚弱高齢者の
体力を維持・改善できることが示された。また、
対象者の教室参加率・運動実践率は極めて良好で
あり、本介護予防運動教室は、対象者の運動習慣
化が促進されたと考えられる。

教室参加者全体でみると、歩行能力は維持にと
どまったものの、教室前における歩行能力低値群
および高値群における歩行能力の改善度は、教室
前の歩行能力が低い者ほど、歩行能力のみならず
柔軟性や下肢筋力の改善度が有意に大きい結果で
あった。以上の結果は、本研究で提案した運動プ
ログラムは、教室前の歩行能力が低い者程効果的
であるということを示している一方で、歩行能力
が高い者に対しては、「改善」という観点から鑑み
ると、運動量が不十分であることが推察される。基
本チェックリストなどを用いて身体的虚弱高齢者

を的確にスクリーニングした上で介護予防運動教
室を開催したとしても、体力の個人差は大きく 8）、
より個別的な運動プログラムを作成することが望
ましい。本介護予防運動教室では、教室前の体力
測定終了後、測定結果を面談形式で参加者にフィ
ードバックし、教室の目標設定などを個別におこ
なった。今後は、教室期間中においても在宅運度
の強度や実践回数などを定期的に参加者と見直す
機会を設ける必要があるといえよう。

（2）教室前後における参加者の外出頻度、身体活
動量、心理面の変化

身体的虚弱高齢者を対象とした運動教室は、「身
体的側面の改善が社会心理的側面の改善を促すと
いう仮説」をもとに開催されることが多い。本介
護予防運動教室も同様の仮説をもとに運動教室の
開催を試みたが、本介護予防運動教室で提供した
運動プログラムによって、歩行能力が有意に改善
しなかったにもかかわらず、外出頻度や活力など

図1．教室前の歩行能力が教室前後の体力測定に及ぼす影響
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社会心理的側面が有意に改善した結果は大変興味
深い。

教室終了後、心理的な活性度を示す活力得点
は、有意に改善した。多くの教室参加者から、

「膝の痛みが軽くなった」「体を動かすのが軽く感
じる」「教室が楽しみ」という声をいただいた。
運動が体や心に与える影響はもとより、運動を通
して仲間やスタッフと楽しく交流できたことが、
参加者の心理的な活性化につながったのかもしれ
ない。

外出頻度の減少は、高齢期における「閉じこも
り」と関連しており、社会的役割・知的能動性を著し
く低下させる要因として考えられているため 10）、
社会的な交流機会が少ない身体的虚弱高齢者にと
って、週に 1 度の介護予防運動教室は貴重な機会
であると考えられる。日常的な身体活動量の変化
に着目してみると、教室前後において、低・中高
強度運動量は増加傾向を示しつつも、その他の日
常的な身体活動量（家事活動量・移動活動量）
は、ほとんど変化しなかった。一方で、仕事活動
量のみ有意に減少していた。茨城県八千代町は農
業に従事する者が多く、本介護予防運動教室の参
加者の多くが農業に従事していた。教室終了後の
測定時期（2 月末）が農閑期と重なっていたこと
が、仕事活動量が減少した要因であると推察され

る。高齢期において、運動量を増加させるとその
他の活動量が減少し、一日の身体活動量に有意な
変化は生じないとの報告がある通り 20）、身体的側
面の維持・改善を促すことを目的に、運動量の増
加のみに着目するのではなく、知的・社会的活動
を伴う活動を促すことが、高齢期の心理・社会的
側面に有効なのかもしれない。

（3）本研究の限界と今後の課題
本研究はいくつかの限界と課題を有している。1

点目は、本研究はコントロール群を設定していな
いため、本介護予防運動教室で提供した運動プロ
グラムが体力やその他の項目に直接的に影響を及
ぼしているか定かではないこと。2 点目は、本研
究の対象者が茨城県八千代町に限定されており、
提供した運動プログラムの外的妥当性を検討する
に至っていないこと、3 点目は、本研究の参加者
数が少なく、教室前後の体力測定値を比較する際
に、統計的な検出力が弱い可能性があること、4
点目は運動教室の参加者は、運動実践に比較的意
欲のある者であり、他の身体的虚弱高齢者に比べ
て、運動に対するセルフエフィカシーが高い集団
である可能性を否定できない。これらを踏まえる
と、本研究で得られた結果が幅広い地域および人
に適用可能かどうかは今後の検討課題である。

体力測定値

5.8±　2.2

3.9±　5.4

7.8±　9.9

0.5±　1.9

0.2±　0.8

17.5±14.7

6.1±13.8

42.8±41.1

61.5±20.6

63.7±23.3

4.2±　0.5

6.7±　1.0

2.7±　3.9

10.7±15.8

2.7±　8.2

0.2±　0.8

20.3±16.9

5.6±13.9

25.4±35.3

66.7±21.7

74.3±16.4

4.1±　0.5

0.03

0.30

0.39

0.14

1.00

0.29

0.90

0.02

0.24

0.03

0.57

教室後
P

外出頻度、回/週

身体活動量

移動、METs・時/週

低強度運動量、METs・時/週

中高強度運動量、METs・時/週

筋力運動量、METs・時/週

低強度家事活動量、METs・時/週

中高強度家事活動量、METs・時/週

仕事活動量、METs・時/週

心理面

身体機能、点

活力、点

運動に対する期待感、点
注）：各測定値は全て平均値±標準偏差

表5．教室前後における参加者の移動能力制限、外出頻度、身体
活動量、心理面の変化（n＝29）
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5．結語
本研究では、身体的虚弱高齢者を対象に、3 つ

の歩行能力低下要因（身体機能・円背・膝痛）に
着目し、歩行能力の改善に特化した運動プログラ
ムを提供した。その結果、統計的有意差には至ら
なかったものの、参加者の歩行能力は、教室前よ
りも良好に維持していた。また、外出頻度や活力
は有意に改善しており、介護予防運動教室に参加
することで、身体的な側面だけでなく、心理・社
会的な側面についても良好に維持・改善すること
が明らかとなった。さらに、本研究で提案した運
動プログラムは、歩行能力が低下している者に対
して、特に有効であることが明らかとなった。今
後は、幅広い地域や個人の体力差により適応した
運動プログラムを提供していく必要がある。
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1．目的
近年、ウォーキングをはじめとする有酸素性運
動や文書を読む、知的なゲームをするといった認
知的活動を含む生活習慣が認知症の発症にリスク
を低下させることが明らかとされつつある（Gatz
et al., 2006）。特に、有酸素性運動や知的な活動は、
前頭前野や海馬の血流を促進するだけでなく、神
経ネットワークの効率を高め、認知症によって生
じる認知的障害に対抗できる認知的予備力を高め
る働きを持っている（本間, 2006）。これらの知見
に基づけば有酸素性運動や知的活動を積極的にお
こなうことにより認知症の発症を遅らせることが
できるのではないかとの仮説が成り立つが、認知
症予防プログラムの作成とその実践、継続化は容
易とは言えない（田平ら, 2008）。また、予防プロ
グラムに参加する者には、日常生活に支障を関す
ることの少ない健常な高齢者が多く含まれている
ため、このような高齢者の興味を引く内容とする
ことが必要となる。大藏ら（2010）によると、望
ましい認知症予防プログラムとは、認知機能と身
体機能が同時に内包されることと主張している。
このような考えに基づき、認知機能と身体機能を
同時に鍛えることができるスクエアステップ
（square-stepping exercise：SSE）を中心とした認
知症予防プログラムを開発し、認知機能と身体機
能に及ぼす短期的効果について報告した。しか
し、長期間継続による効果について検討はいまだ
ない。そこで本研究では、3ヵ月間認知症予防プ
ログラムの後、自発的に継続された 2年間の運動
実践が認知機能と身体機能に与える効果を検討す
る。

2．方法
（1）対象者
2008 年度および 2009 年度に、茨城県K市で

開催された 3ヵ月間（週 1回）の元気長寿教室に
参加した高齢者を対象に追跡調査をおこない、教
室終了後も定期的な運動を継続していた者を運動
群、運動をおこなわれなかった者をコントロール
群とした。表 1にベースラインにおける身体的
特徴の平均値±標準偏差、運動群とコントロール
群の比較結果を示した。本研究は、研究実施に先
立って、全対象者に研究の目的および測定に関す
る説明を十分におこない、書面によるインフォー
ムドコンセントを得た。
（2）測定項目
1） 身体機能検査
高齢者の日常生活に関連の深い動作（身体機

能）を表すと考えられる項目を用いた。上肢筋力
（握力）、バランス能力（開眼片足立ち、ファンク
ショナルリーチ）、柔軟性（長座体前屈）、巧緻性
（ペグ移動、手指動作）、歩行能力（5 m通常歩
行、タイムドアップアンドゴー）、下肢筋力（5
回椅子立ち上がり）、反応能力（全身単純反応時
間、4方向選択反応時間）、合計 11 項目を測定項
目とした。
2） 認知機能検査
加齢関連認知低下（aging-associated cognitive

decline：AACD）基準に従って、日本人高齢者
を対象に作られたファイブ・コグ検査（矢冨、
2005）を用いた。DVDを投入したパソコンの画
面を液晶プロジェクターでスクリーンに投影し対
象者に対して一斉に検査を実施した。用意された
測定用紙に氏名と教育年数を記入させた後、DVD
から出される指示（音声と映像）に従って 5つの
認知（注意、記憶、視空間、言語、思考）をスコ
ア化して評価した。
（3）統計解析
各項目の測定結果は平均値±標準偏差で示し

尹　智暎 1）、尹　之恩 2）、サガザデ・マシド 2）、大藏倫博 1）

1-3．認知症予防プログラムの長期間継続による効果の検証

1）筑波大学体育系
2）筑波大学大学院人間総合科学研究科
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た。2群間における各項目の平均値の差に関する
検討には t検定を用いた。また、各群における時
間経過（ベースライン vs. 2 年後）の比較には対応
のある t検定を用いた。さらに、認知機能と身体
機能に与える時間経過（ベースライン vs. 2 年後）
と群（運動群 vs. コントロール群）の影響を検討す
るために、2要因分散分析をおこなった。すべて
の統計処理には SPSS 17.0 for Windows を用い、
統計的有意水準は 5％とした。

3．結果
（1）認知機能の変化
群ごとにプログラム実践に伴う認知機能得点の

変化を示した（表 2）。運動群は注意（p<0.05）、
記憶（p<0.05）で有意な向上がみられた。コント
ロール群では、有意な変化はみられなかった。ま

た、注意においてのみ、2要因分散分析に交互作
用（p<0.05）がみられた。
（2）身体機能の変化 
プログラム前後の身体機能要素の比較を群ごと

に示した（表 3）。運動群は、5回椅子立ち上が
り時間（p<0.05）、タイムドアップアンドゴー
（p<0.05）、5 m通常歩行（p<0.05）、全身単純反
応時間（p<0.05）、4方向選択反応時間（p<0.05）
で有意差がみられた。一方、コントロール群にお
いては、有意な変化はみられなかった。 

4．まとめ
本研究は、地域に在住する高齢者を対象に認知

症予防プログラムを長期間実施して、認知機能お
よび身体機能効果を検討した。本研究で認知症予
防プログラムの中心となる SSEは、区切られた

表1．対象者のベースラインの結果

表2．運動群とコントロール群における認知機能の比較
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マット上を様々なステップパターンを実践するエ
クササイズである。その結果、コントロール群に
比べ運動群において注意機能で有意な改善が認め
られた。また、身体機能に関しては、下肢筋力
（5回椅子立ち上がり時間）、歩行能力（タイムド
アップアンドゴー、5 m通常歩行）および反応能
力（全身単純反応時間、4方向選択反応時間）で
改善効果がみられた。
SSEを中心とした先行研究（大藏ら, 2010）によ
ると、3ヵ月間 SSEの実践により認知機能にお
いては注意機能と記憶機能が、身体機能において
は下肢筋力、歩行能力、反応能力が改善されたと
報告しており、本研究においてもこれを支持する
結果となった。SSEは、マス目の中に正確に足
を運ぶための注意力および集中力、さらには身体
機能として調節力も必要とされる。
特に、SSEを長期間実践した運動群において

改善がみられた下肢筋力、歩行能力、反応能力
は、認知機能と関連することが報告されている。
下肢筋力（5回椅子立ち上がり時間）の遂行時間
が速い者ではバランス能力と体を調整する力が高
いと推測されている（Malouin et al., 2003）。また、
Weuve et al.（2004）は、歩行を含む身体活動量が
高い（1週間当たり、運動強度 5.2 メッツ以上で
1.5 時間以上）者ほど、認知機能（記憶、言語、
注意）の保持効果が高まることを報告している。
反応時間は、加齢に伴って延長すると言われる

が、身体機能の低下の影響により低下するとの報
告（Spirduso et al., 1975）だけでなく、脳内情報処
理の速度が要因であるとする報告がある（時任
ら, 2001）。 
分析の結果、SSEを中心とした認知症予防プ

ログラムを長期間実践することは、コントロール
群に比べ運動群において認知機能および身体機能
の改善効果があることを示唆している。
従って、SSEを中心とした認知症予防プログ

ラムが認知症の予防に役に立つ可能性があると考
えられる。
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1．緒言
介護保険制度では、「運動器の機能向上」の重

要性に関して、高齢者の「できる」体験の積み重
ねによって、その人らしい自己認識を維持できる
としている 1）。運動器の機能向上のための研究は
多くなされており、特に、高齢者の要介護化予防
の一助として筋力の維持・改善が重要であるとい
う考えから 2）、虚弱高齢者や要介護高齢者を対象
に筋力運動を中心とした運動プログラムが広く導
入され、その効果が多数報告されている 3-6）。

要介護高齢者を対象とした筋力運動を中心とし
たプログラムは、自重を負荷とする方法や、マシ
ンの使用、レクレーションゲームなど様々に報告
されているが、その効果に一致した見解が得られ
ていないのが実情である 7）。自重負荷の場合、要
介護高齢者の様な虚弱な高齢者はうまく負荷を認
識できない傾向があり、また、レクレーションゲ
ームでは身体機能の維持・改善が難しいとの報告
がある 1）。一方、マシントレーニングは虚弱高齢
者でも一定の効果が報告されており 3, 4）、特に、油
圧式マシンは個人の自発運動調節により、体力レ
ベルに応じた運動強度や運動量でおこなえるた
め、虚弱な高齢者でも安全かつ有効におこなえる
という利点もある。しかし、専門指導者の雇用問
題、指導法の熟知度、利用者の抵抗感などのた
め、普及の面で困難性がみられる 8）。

マシントレーニングの場合、指導者および利用
者の抵抗感の軽減が重要であり、運動の効果を高
めるためには、運動内容だけでなく、指導する側
の指導のし易さを考慮する必要がある。ほとんど
の施設で専門の運動指導者や理学療法士の雇用が
難しい状況であり、運動指導は介護職員が中心と

なっているのが現状であることを鑑みると、施設
職員指導者の状況を把握するのは急務であろう。

これまでマシントレーニングのみの効果は報告
されているが、施設職員指導者側の状況は十分に
報告されてこなかった。運動内容と施設職員指導
者側の見解との双方から運動プログラムを検討す
ることが、よりよい介護予防策の構築へ繋がると
考える。

そこで本研究では、通所介護施設（デイサービ
ス）の利用者を対象に、通常のデイサービスでの

根本みゆき 1）、藪下典子 2）、清野　諭 1）、大須賀洋祐 1）、沖　直哉 1）、大田仁史 3）、田中喜代次 4）

1-4．要介護高齢者の重度化防止のための筋力維持・改善プログラムの検討

1）筑波大学大学院人間総合科学研究科
2）医療法人八千代会八千代病院
3）茨城県立健康プラザ
4）筑波大学体育系

介護度 人数 認知症
（人数） 補助具の使用状況

要支援1 1 杖

要支援2 1

要介護1 2 杖（1名）

要介護2 4 2 4点杖（1名）

要介護3 6 2 杖（3名）、シルバーカー（1名）

要介護4 1 車いす

要介護5 1 車いす

1）自立（非該当）：歩行や起き上がり等の日常生活上の基本的
動作を自分でおこなうことが可能であり、かつ、薬の服薬、
電話の利用などの手段的日常生活動作をおこなう能力もあ
る状態

2）要支援状態：日常生活上の基本的動作については、ほぼ自
分でおこなうことが可能であるが、日常生活動作の介助や
現在の状態の防止により要介護状態になることの予防に資
するよう手段的日常生活動作について何らかの支援を要す
る状態

3）要介護状態：日常生活上の基本的動作についても、自分で
おこなうことが困難であり、何らかの介護を要する状態
1．要介護1：要支援状態から、手段的日常生活動作をおこ
なう能力がさらに低下し、部分的な介護が必要となる状
態

2．要介護2：要介護1の状態に加え、日常生活動作につ
いても部分的な介護が必要となる状態

3．要介護3：要介護2の状態と比較して、日常生活動作
及び手段的日常生活動作の両方の観点からも著しく低下
し、ほぼ全面的な介護が必要となる状態

4．要介護4：要介護3の状態に加え、さらに動作能力が
低下し、介護なしには日常生活を営むことが困難となる
状態

5．要介護5：要介護4の状態よりさらに動作能力が低下
しており、介護なしには日常生活を営むことがほぼ困難
な状態

表1．対象者の介護認定状況
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活動に油圧式マシン（J サーキット株式会社）に
よる筋力トレーニングを組み込み、1）利用者の
身体機能維持・改善、2）施設職員指導者による
指導のし易さに着目し、マシントレーニングの有
用性について検討することとした。

2．方法
（1）対象者

本研究の対象者は、茨城県 M 市の通所介護施
設（デイサービス）の利用者 23 名で、ドロップ
アウト 4 名、データ欠損 3 名を除いた 16 名（男
性 2 名、女性 14 名；要支援高齢者 2 名、要介護
高齢者 14 名）である。対象者の介護認定状況を
表 1に記した。また、要支援高齢者と要介護高
齢者の状態像を合わせて記載した 9）。すべての対
象者に研究の目的や体力測定および質問紙調査の
内容を十分に説明し、研究協力への同意を得た。

（2）運動プログラム
運動プログラムは 6 カ月間、週 2 回、15～30

分間で構成され、全 48 回おこなった。第 1 回目、

第 48 回目に事前および事後測定としたため、運
動を実践したのは 46 週（46 回）分であった。運
動プログラムは体調チェック、準備運動、メイン
トレーニング（マシントレーニングおよび歩行・
平衡性能力改善トレーニング）、整理運動の一連
の流れでおこなった。運動プログラムの詳細に関
しては、表 2を参照されたい。

筋力トレーニングに用いた J サーキット社製の
油圧式マシン「All-in-one」（図 1）は、マシンの

実践種目 回数 記録内容 注意点

体調チェック 体調確認、血圧測定など 体調、血圧、普段との違い（心
身両面で）など 本人の意欲を優先に。無理させ

過ぎず、甘やかし過ぎず。
準備運動（5分） ストレッチ 利用者の様子より体調を再チェ

ック

マシンプログラム

ショルダープレス／プル① 5～10

・実践回数
・利用者の様子、感想
・休憩時間の記録

・軽めの圧から開始（慣れや体
力状況で変更させる）
・呼吸を意識させる（数を数え
るなど）
・できる範囲の時間・回数で無
理をさせないように配慮する
・息の上がり具合や利用者の様
子から休憩時間を決定

休憩（30秒）

バタフライ 5～10

休憩（30秒）

レッグカール 5～10

休憩（30秒）

リハビリ
プログラム

平行棒内での歩行運動、スクエ
アステップ、手先の運動、敏捷
性トレーニング、レクリエーシ
ョンなど

・実践回数
・利用者の様子、感想
・休憩時間の記録

マシンで強化した筋肉を実際の
身体の動きへ応用させることで
気づきをうながす

上記、マシンプログラムとリハビリプログラムを2～5セット繰り返す（利用者のニーズによる）
運動強度は自覚的運動強度（RPE: Ratings of Perceived Exertion）を 8～13（かなり楽である～ややきつい）に設定

整理運動（5分） リラクセーションストレッチ 利用者の様子・感想
疲労具合や体調を最終チェック
する。必要に応じて励ましたり、
褒めたりしながら意欲を継続さ
せる

表2．運動プログラム

図1．J サーキット社製　油圧式マシン
「All-in-one」
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設定と個人の自発運動調節（スピード調節）によ
り、体力レベルに応じた運動強度や運動量を決定
することができるという特徴がある。本研究で用
いた「All-in-one」マシンは従来のマシンと異な
り 1 台で 3 種類の筋力トレーニングができ、かつ
運動中マシン間の移動時間を節約できるものであ
る。マシントレーニングは、①起き上がる、歩く
などの日常生活の基本的な動作に必要な全身の筋
力や筋持久力を維持、改善すること、②日常生活
動作を円滑に遂行できるようにすることを目標と
し、種目はショルダープレス、バタフライ、レッ
グカールを選択した（図 2）。

（3）測定項目および測定方法
1） 形態測定

形態指標として、身長計（YG-200、ヤガミ社
製）を用いて 0.1cm 単位で身長を、体重計

（Digital Bathroom Scale HD-316、TANITA 社
製）を用いて 0.1kg 単位で体重を測定した。ま
た、求めた体重（kg）を身長（m）の 2 乗で除
すことにより body mass index（BMI）を算出し
た。
2） 身体機能測定

元気高齢者から要介護高齢者までの身体機能を
包括的に据える、身体的虚弱化リスクの評価指標

（平成 21 年度体協報告書）10）に基づき、身体機能
得点算出のために、筋力項目：握力、5 回椅子立
ち上がり、移動能力項目：アップ＆ゴー、5 m 通
常歩行の計 4 項目を測定した。身体機能得点推定
式は以下の通りである。

男性　身体機能得点＝
0.031X1－0.083X2－0.075X3－0.149X4＋0.898

女性　身体機能得点＝
0.047X1－0.082X2－0.075X3－0.148X4＋1.005

X1 から X4 はそれぞれ X1：握力、X2：5 回椅子
立ち上がり、X3：アップ＆ゴー、X4：5 m 通常歩
行である。

また、より詳細に要介護高齢者の身体機能を捉
えるために、以下の 3 項目を合わせて測定した

（平衡性：開眼片足立ち、ファンクショナルリー
チ、柔軟性：椅子座位体前屈）。すべての項目は、
秒（0.01 単位）または cm（0.1 単位）、kg（0.1
単位）の測定値（連続変数）として評価した。身
体機能測定の前には問診によって当日の体調を確
認し、いずれの測定も体力測定に精通したスタッ
フがおこなうことで、安全について十分に留意し
た。各測定項目の測定方法は以下のとおりであ
る。
a． 握力（筋力）

握力計（竹井機器工業社製 GRIP-D 5101）を利き
手に持ち、両腕を体側で自然に下げ、リラックス
した姿勢をとるように教示した。次に、呼息しな
がら握力計を可能な限り強く握るよう求めた。利
き手は身体に触れないように、かつ動かさないよ
うに注意した。0.1kg 単位で左右 2 回ずつ計測
し、平均値を記録した。
b． 5 回椅子立ち上がり（脚筋力）

両腕を胸の前で交差し、背中を伸ばした状態で
背もたれのついた椅子に浅く腰掛けるよう教示し
た。合図とともに、椅子から立ち上がり直立姿勢
をとり、再び椅子に腰掛ける動作を可能な限り速
く 5 回繰り返すことを求めた。合図してから 5 回
目の直立姿勢をとるまでの時間を 0.01 秒単位で 2
回計測し、平均値を記録した。
c． アップ＆ゴー（移動能力）

重量のある肘掛け椅子に深い座位姿勢をとり、
両手を膝の上に置くよう教示した。合図とともに
立ち上がり、3 m 前方のコーンを回って着座する
までの時間を 0.01 秒単位で 2 回計測し、平均値
を記録した。一連の動作は可能な限り速くおこな
うよう教示した。
d． 5 m 通常歩行（移動能力）

5 m の歩行路を通常の速さで歩いたときの時間

図2．マシントレーニングの種類
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を 0.01 秒単位で 2 回計測し、平均値を記録した。
歩行路の両端には 1 m の予備路を設けた。
e． 開眼片足立ち（平衡性）

手を腰に当て、両足をそろえて床の上に立った
状態から片方の足を床から離し、できるだけ長く
立ち続けるよう教示した。接地している支持足の
裏が動いたり、腰に当てた手が離れたり、支持足
以外の身体部分が着地した時点でバランスが崩れ
たものとみなした。計測は足を上げた時点からバ
ランスが崩れた時点までの時間とし、最大値は
60 秒とした。左右を問わず 0.01 秒単位で 2 回計
測し、平均値を採用した。
f． ファンクショナルリーチ（平衡性）

壁に横向きに立ち、伸展させた両腕を肩の高さ
まで前方に上げ、その時点での第 3 指の先端を
0 cm とした。腕を肩と同じ高さに保ったまま可
能な限り上体を前傾し、両腕の指先が前方に移動
した距離を 1 cm 単位で 2 回計測し、平均値を採
用した。このとき、かかとは浮かせないよう教示
した。
g． 椅子座位体前屈（柔軟性）

椅子に浅く腰かけ、座位姿勢をとらせた。効き
脚を伸ばし、足首を立てて床におき、両手を重ね
て腕を伸ばしながら、膝を曲げないように上体を
つま先の方へ前屈させた。このときのつま先から
指先の距離を 0.1cm 単位で 2 回計測し、平均値
を採用した。
3） 質問紙調査

対象者の横断的特徴を把握するために、以下の
質問紙調査をおこなった。質問紙調査は、基本的
に自記式での回答を求めたが、それが困難な場合
は熟練したスタッフによる面談法によって、もし
くは施設の職員から回答を得た。
a． 疾患状況

過去 1 年間の既往および現在治療中の疾患数を
聴取した。脳血管疾患（脳卒中）、高血圧、糖尿
病、腎臓病、心臓疾患（狭心症、心筋梗塞、心臓
病を含む）、呼吸器疾患、骨粗鬆症、脂質異常症、
緑内障、肝臓病の 10 項目のうち、当てはまるも
のを確認した。
b． Barthel index

歩行や食事、入浴、着替えなどの基本的 activi-
ties of daily living（ADL）の評価に Barthel
index 11）を用いた。各質問項目の総得点を求め、

100 点満点で評価した。
c． Lawton index, IADL（instrumental activi-

ties of daily living）
買い物や洗濯、電話、薬の管理など手段的日常

生活動作の評価に Lawton index 12）を用いた。各質
問項目の総得点を求め、8 点満点で評価した。
4） 施設職員指導者への聞き取り

施設職員の運動指導に対する感想・意見を 1 カ
月目、2 カ月目、3 カ月目、4 カ月目、6 カ月目で
聴取した。

（4）統計解析
各項目の測定結果は平均値±標準偏差で示し

た。筋力トレーニング前後における身体機能測定
7 項目の測定値、および身体機能得点の平均値の
差の検定には対応のある t 検定を用いた。すべて
の統計的有意水準は 5 ％とした。すべての統計処
理には統計解析ソフト SPSS12.0 を用い、統計的
有意水準は 5 ％とした。

3．結果
対象者の介護認定状況を表 1に示した。対象

範囲

年齢、歳 80.8 ± 6.5 71-95

性、男性（％）、
女性（％） 2（12.5）/14（87.5）

身長、cm 142.6 ± 9.1 135.5-160.5

体重、kg 47.6 ± 9.1 36.0-59.7

BMI、kg/m2 23.5 ± 4.4 17.4-31.6

脊柱湾曲、人（％） 7（43.8）

脳血管疾患、人 6*

高血圧症、人 5 

糖尿病、人 2 

心臓疾患、人 2 

骨粗鬆症、人 2 

肝臓病、人 1 

腰痛症、人 4 

膝関節症、人 1 

アルツハイマー型認知
症、人 4 

表3．対象者の身体的特徴（n＝16）

平均値±標準偏差
*複数回答あり
その他の疾患名：前立腺肥大、白内障、首手術、右眼底出血、
右被殻出血、痙攣、胸部大動脈瘤、パーキンソン症候群
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者は要支援 1 から要介護 5 まで多岐にわたり、要
介護 3 が 6 名と最も多かった。また対象者のほ
とんどが、歩行の際に杖やシルバーカーなど何
らかの補助具を必要としていた。
表 3に、対象者の身体的特徴を示した。年齢

29

は 80.8±6.5 歳（範囲 71-95 歳）であった。身長、
体重、BMI は清野らの平成 21 年度体協報告書 10）

で報告された値と類似していた。また、脊柱に湾
曲がある者の数は 7 名で、参加者の約半数であっ
た。対象者の疾患状況は、脳血管疾患を持つ者が

n トレーニング前 トレーニング後 変化量 P

＋握力、kg 16 12.7 ± 6.4 15.8 ± 11.7 3.1 ± 5.3 0.31 

ー 5回椅子立ち上がり、秒 10 15.3 ± 5.8 14.9 ± 6.4 －0.4 ± 0.6 0.77 

ーアップ＆ゴー、秒 11 14.5 ± 4.4 15.9 ± 7.3 1.4 ± 2.9 0.18 

－5m通常歩行、秒 14 13.1 ± 10.9 11.2 ± 8.5 －1.9 ± －2.4 0.45 

身体機能得点（Total） 12 －1.79 ± 0.95 －2.22 ± 2.05 －0.42 ± 1.10 0.50 

身体機能得点（男性） 2 －0.99 ± 0.36 －3.71 ± 4.68 －2.72 ± 4.32 0.54 

身体機能得点（女性） 10 －1.95 ± 0.96 －1.92 ± 1.46 0.04 ± 0.50 0.93 

＋開眼片足立ち、秒 8 6.4 ± 10.7 10.7 ± 20.1 4.3 ± 9.4 0.24 

＋ファンクショナルリーチ、cm 9 17.2 ± 6.3 16.7 ± 3.4 －0.5 ± －2.9 0.69 

＋椅子座位体前屈、cm 14 －3.0 ± 9.1 0.0 ± 6.2 3.0 ± －2.9 0.55 

ADL, Bathel index（100点満点） 16 71.4 ± 26.5 55.0 ± 26.5 －16.4 ± 0.0 0.01 

IADL, Lawton index（8点満点） 16 2.4 ± 10.9 1.9 ± 1.2 －0.5 ± －9.7 0.28 

表4．対象者の身体機能測定値の変化

平均値±標準偏差、ADL: activity of daily living、IADL: instrumental activities of daily living
※＋：値が大きい方が良い記録
※－：値が小さい方が良い記録

感想・意見 課題

1カ月目

・1週目は動作に慣れることを目的に、2週目以降は個人
に合わせて負荷を調整
・疲労感は個人差が大きい
・慢性的な膝関節痛の者でレッグカール時に膝の痛みを訴
える

・利用者が運動に慣れること。その後、身体への意識付け
を強化し、効果が実感できるように導く。
・マンネリ化防止の工夫（運動バリエーションを増やす、
新鮮な気持ちで楽しく継続できる工夫など）
・職員が運動指導に慣れること

2カ月目

・職員がマシン操作に慣れてきた
・リタイアを避けるために強度設定を慎重におこなう
・マシン実践に問題のない利用者には、強度や回数を増大
・認知症者は疲労感や痛みに鈍感であるため、強度設定を
慎重にしている

・運動のレパートリーを増やしたい
・認知症者への負荷・強度設定方法の工夫

3カ月目

・認知症者は声かけに配慮すれば落ち着いて運動に取り組
むようになった
・利用者と相談しながら強度設定。実際の強度も適切にお
こなえていると考える
・職員も意欲的に取り組めている
・（女性）負荷レベル1～2、回数10、セット数1～2
・（男性）負荷レベル3、回数10～20、セット数1～2

・個人の主張をどこまで尊重するべきか職員間で要検討
・理論的な説明を必要とする利用者への対応

4カ月目

・疼痛のひどい利用者、認知症の重度化、使用中の息切れ
を訴える利用者への使用を中断
・職員も慣れ、特に問題は感じていない
・（女性）負荷レベル2～3、回数10～20、セット数1
～2
・（男性）負荷レベル4～5、回数10～20、セット数1
～2

・個人に合った運動プログラムの必要性
・速度を速めることで負荷が強くなるが、速度を速める方
法を推奨するかどうか検討する必要あり

6カ月目
・体力測定結果から負荷・強度レベル指標がわかると取り
組みやすい
・マシントレーニングを好むかどうかは個人差が大きい

・負荷・強度レベルを評価できる簡易指標の作成の必要性
・利用者の意欲向上を目指した取り組みの強化

表5．職員の感想・意見の変化
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6 名と一番多く、次いで高血圧症（5 名）、腰痛
症、アルツハイマー型認知症（ともに 4 名）であ
った。
表 4に対象者の身体機能測定値ならびに身体

機能得点、ADL、IADL の変化を記した。身体
機能得点推定式（平成 21 年度体協報告書）10）に基
づき、身体機能得点を算出した。身体機能測定値
では、握力、5 回椅子立ち上がり、5 m 通常歩行
の 3 項目で改善を示したが、有意差はみられなか
った。身体機能得点は、男性・女性を合わせた得
点、および男性のみの得点で、トレーニング前後
で低下がみられた。女性のみの得点は、教室前後
で改善がみられた（有意差なし）。

身体機能得点項目以外の身体機能測定値では、
開眼片足立ち、椅子座位体前屈にトレーニング前
後で改善がみられたが、有意差はなかった。

ADL は半年の介入後、有意に低下し、IADL
は低下を示したものの有意差はみられなかった。
表 5に、職員の感想・意見の変化を記した。

感想・意見は 1 カ月目、2 カ月目、3 カ月目、4
カ月目、6 カ月目で聴取した。施設職員は、3 カ
月ほどで運動指導に慣れる傾向にあった。

4．考察
（1）筋力維持・改善プログラムの有効性

本研究では、要介護高齢者を対象に通常のデイ
サービスでの活動に油圧式マシンによる筋力トレ
ーニングを組み込み、1）利用者の身体機能維持・
改善、2）指導者による指導のし易さに着目し、
マシントレーニングの有用性について検討するこ
とを目的とした。

対象者のトレーニング前後の測定値を比較した
結果、筋力（上肢筋力：握力、下肢筋力：5 回椅
子立ち上がり）、平衡性（開眼片足立ち）、移動能
力（5 m 通常歩行）、柔軟性（椅子座位体前屈）
のすべての項目で改善がみられたが、統計学的有
意差にはいたらなかった。本研究においては、レ
ッグカールでトレーニングした、自重を支えるた
めに必要な膝伸展筋力（下肢筋力：5 回椅子立ち
上がり）や、ショルダープレスの効果と考えられ
る握力（全身の筋力を反映する有用な指標 13））の
向上は重要であると考えられる。一方で、ショル
ダープレスの効果は握力ではなく、関節可動域の
評価でみられたかもしれない。しかし、本研究で

は関節可動域の評価をおこなわなかったため、今
後の課題としたい。

総合的な身体機能を表す身体機能得点は、ベー
スライン時で男性－0.992、女性－1.955 と清野

（平成 21 年度体協報告書）10）が示した元気・特定
高齢者と要介護高齢者のカットオフ値（男性：－
0.346、女性：－0.301）を下回る低いものであっ
た。トレーニング前後の身体機能得点は、男性は
ベースライン時の－0.992 から－3.707 と有意な低
下を示し、女性では－1.955 から－1.917 と改善傾
向を示した。各々の身体機能項目や身体機能得点
の改善傾向は、前述した筋力トレーニングの効果
に加え、歩行や平衡性運動を含むプログラム構成
であったことが要因と考えられる。また、高齢者
の歩行速度は下肢筋力と密接な関係が指摘されて
おり 14, 15）、筋力運動によって歩行速度などが有意
に改善することが報告されている 16）ことも改善
要因であろう。

一方、男性の身体機能得点の有意な低下は、介
入期間中、対象者の一人に家庭環境の変化が原因
で心身ともに大きく虚弱化した者があったため、
その測定値が影響したものと考えられる。また、身
体機能得点や諸項目が大幅に低下した対象者が 3
名いたが、彼らはトレーニング終了後 1 カ月以内
に入院、または入所した。身体機能の低下と施設入
所の関連が報告され 17）、加えて日常生活における
サポートやアシスタンスの欠如もまた施設入所と
関連があるというレビューも報告されており 18）、
本研究の考察を支持している。

対象者の身体機能は、有意差はみられないもの
の全体的に改善傾向にあったと言える。しかしそ
の実態を詳細に検討すると、測定を遂行できた人
数にばらつきがみられ、特に平衡性を必要とする項
目（開眼片足立ち）では、測定可能者が 8 人と全体
の半分であった。虚弱高齢者では、運動経験の有無
や疾患の保有状況によって身体機能に大きな個人
差が生じることが多いとの報告があるが 19, 20）、要
介護高齢者でのその傾向が顕著であると言えよ
う。要介護高齢者では、身体機能得点算出項目を
すべて遂行できる者は少ない現状があるため、総
合評価のみならず、項目別評価が必要かつ有用で
あると考えられる。また、ベースライン時には測
定不可であった項目が、トレーニング後には測定
可能になったケースもみられる（開眼片足立ち：
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3 名、5 回椅子立ち上がり：4 名）。このような事
例は、結果が測定値に反映されなくとも効果があ
ったと評価できるのではないだろうか。数値のみ
の評価だけでなく、「目に見える効果」も評価指
標に組み込む必要があるかもしれない。

他方、ADL は要介護高齢者にとって重要な評
価項目の一つであるが、その値はトレーニング前
後で有意に低下した。本プログラムは筋力トレー
ニングに焦点を当てており、衣類の着脱、排泄等
の日常生活関連動作のトレーニングをメインとは
していない。そのため、トレーニング前後で動き
やすさが改善されたとしても、日常生活動作に直
結させることが困難であったかもしれない。

プログラムの有用性を高めるためには、運動の
内容だけでなく、それを指導する側の指導のし易
さもまた重要な要素と言えよう。田中 21）は高齢
者の運動処方の基本原則として①効果の認められ
ること②安全であること③処方する側（監督者）
と処方される側の合作であることをあげている。
我々は、マシントレーニングを指導する施設職員
に対し、指導に関する意見・感想の聴取をほぼ毎
月おこない、その変化や傾向から有益な運動プロ
グラム作りを目指した。

マシン利用開始 1 カ月間は、対象者に対する適
切な強度設定および施設職員の運動指導レベルが
課題となった。2 カ月目以降、施設職員がマシン
を活用できるようになり、短期および長期におけ
る具体的な目標設定のもとで運動が継続された。
施設職員は、3 カ月ほどで運動指導に慣れる傾向
にあり、理学療法士などの専門家でなくてもマシ
ン指導を中心とした運動指導ができるようになっ
たと言える。また、時間の経過とともに利用者の
個別性に着目し、包括的な運動プログラムへと発
展させる傾向にあった。一方、認知症者が実践し
た場合には、運動中における主観的疲労度の確認
が困難であり、今後の課題としてあげられた。

身体機能面、施設職員指導者側の双方から鑑み
た時、いくつかの課題があげられる。1）筋力維
持・改善のみならず、生活機能改善に対するアプ
ローチが必要であり、要介護高齢者の特徴を理解
し、応用する長期プログラムの考案が求められ
る。2）身体機能測定値に加え、測定の実践状況
や生活機能状況から効果を評価できる総合指標の
開発が必要である。3）運動内容のみならず、指

導者も運動プログラムの一つとして捉え、運動内
容および指導方法（運動指導・支援、配慮・考慮
すべき点など）、そして評価指標・方法を盛り込
んだ総合マニュアルの作成が必要と考えられる。

（2）本研究の限界
本研究はいくつかの限界と課題を有している。

1）対象者が茨城県に在住する高齢者であること、
2）全体の対象者数、特に、男性の数が少なく、
性差による検討ができないこと、3）対照群を設
けていないため、本研究で得られた効果が本運動
プログラムによると結論付け難いこと、を踏まえ
ると、本研究で得られた結果が幅広い地域に適用
可能かどうかは、今後、厳密な検討の余地があ
る。

5．結語
本研究プロジェクトでは、高齢者の身体的虚弱

化・要介護化を防止する一策として、要介護高齢
者にその重度化防止のための筋力維持・改善プロ
グラムを提供し、その有効性を明らかにしようと
した。合わせて、施設職員指導者の指導のし易さ
を考察した。本研究で提案した筋力維持・改善運
動プログラムは、要介護高齢者において有効であ
ると考えられる。今後、本研究で得た知見を基に
よりよい運動プログラムの構築や総合マニュアル
の作成をおこなっていく予定である。
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1．目的
近年、下肢筋力、筋パワーの簡易評価法とし

て、椅子立ち上がり動作時の地面反力測定の有用
性が検討されている（Lindemann et al., 2003；
中谷と上, 2004；Yamada and Demura, 2010）。
これは、最大努力による椅子立ち上がり動作をお
こなわせた際に得られる、鉛直方向の地面反力の
波形から変数を抽出して評価をおこなう方法であ
る。筆者らは前年度の本研究報告書において、下
肢筋力、筋パワーとの関連性が強い変数として、
最大値体重比（peak force per body weight：以下
F/w と記す）および最大増加率（Δ90ms）体重
比（maximal rate of force development（Δ
90ms）per body weight：以下 RFD9/w と記す）を
評価することの有用性が高いことを明らかにした

（辻ら, 2011a）。加えて、それらの変数について、
性・年齢別の評価尺度（標準値）の作成をおこな
った。本研究では、1 年間の追跡調査をおこな
い、起居移動動作能力制限（mobility limitation）に
対する、本評価尺度の予測妥当性を検討すること
を目的とした。

2．地面反力変数の測定方法ならびに評価尺度
立ち上がりパワー測定器（竹井機器工業：

T.K.K.5809）を用い、椅子立ち上がり動作中にお
ける鉛直方向の地面反力（kgf）をコンピュータ
に記録した。測定者の合図のあと、最大努力にて
素早く立ち上がり、直立姿勢を 2 秒間保持した
後、通常速度による着座動作を行い、座位姿勢を
2 秒間保持した。これを 1 試行とし、連続して 3
試行することとした。2 回の練習を事前におこな
った。F/w は、地面反力の最大値を体重で除し
た値であり、単位は kgf･kg－1 とした。RFD9/w
は、地面反力が最大増加を示した 10ms の前後

40ms を含めた計 90ms の増加量を 1.0s に換算し
て体重で除した値であり、単位は kgf/s･kg－1 と
した。測定法ならびに変数に関するさらに詳細な
説明は、筆者らの先行研究を参照されたい（辻
ら，2011a；2011b）。

性・年齢別の評価尺度（標準値）は、計 363 名
から得られたデータを基に、平均値±1.5 標準偏
差（SD）、平均値±0.5SD を境界値とした段階点
を算出し、表 1のとおり作成された。

3．性・年齢別評価尺度の予測妥当性
（1）方法
1） 対象者

茨城県笠間市の地域在住高齢者を対象とした。
平成 21 年 8 月あるいは平成 22 年 8 月にベースラ
イン調査に参加し、1 年間の追跡調査を完了した
143 名（男性 68 名、女性 75 名、73.2±5.3 歳）を
分析対象者とした。
2） 起居移動動作能力の調査法

起居移動動作能力の調査は、「手すりや壁をつ
たわらずに続けて階段を 10 段昇ることができま
すか」、「椅子に座った状態から何もつかまらずに
立ち上がることができますか」、「400m くらい休
まずに続けて歩くことができますか」の問いに対
し、いずれも「十分にできる」、「少しむずかし
い」、「全くできない」の 3 件法で回答を求めた。
これに対して、1 動作以上で「少しむずかしい」
あるいは「全くできない」と回答した者を、「起
居移動動作能力制限あり」とカテゴリ化した。
3） 分析方法

ベースラインにおける各変数の測定値につい
て、5 段階の標準値と照合し、表 1の評価にした
がって群分けをおこなった。「優れている」と

「やや優れている」を良好群、「ふつう」を平均
群、「やや劣っている」と「劣っている」を不良
群とした。1 年間の追跡調査を完了した時点で起
居移動動作能力に制限を有している者の割合を、

辻　大士 1）、金　泰浩 1）、相馬優樹 1）、大藏倫博 2）

2-1．地面反力変数による下肢筋機能評価尺度の縦断的妥当性の検討

1）筑波大学大学院人間総合科学研究科
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それぞれの変数における 3 群間で比較をおこなう
ものとした（χ2 検定による）。有意性が確認され
た場合は、Cochran-Armitage 検定により傾向性
の検定をおこない、Bonferroni 調整法による多
重比較検定をおこなった。なお、ベースラインに
おいて既に起居移動動作能力に制限を有していた
者と、有していなかった者とに分けて分析をおこ
なうこととした。

（2）結果
1） 最大値体重比（F/w）評価尺度の予測妥当性

（図 1）
ベースラインで起居移動動作能力に制限を有し

ていた 29 名のうち、17 名が不良群、9 名が平均
群、3 名が良好群であった。1 年間の追跡調査時
においても依然として制限を有していた者は、不
良群で 13 名（76.5％）、平均群で 7 名（77.8％）、
良好群で 1 名（33.3％）であった。良好群におい
て他の 2 群よりも低い割合を示す傾向は見られた
が、統計学的有意性は確認されなかった（P＝
0.28）。

ベースラインで制限を有していなかった 112 名
のうち、35 名が不良群、35 名が平均群、42 名が
良好群であった。1 年間の追跡調査時に制限を新
たに発生させた者は、不良群で 6 名（17.1％）、

表1．最大値体重比、最大増加率体重比の性・年齢別（前期および後期高齢者）の5段階標
準値（辻ら, 2011aを改変）

図1．追跡調査時に起居移動動作能力制限を有していた者の割合（最大値体重比の評価尺度
に基づく各群間の比較）
F/w： peak reaction force per body weight.
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平均群で 4 名（11.4％）、良好群で 4 名（9.5％）
であった。不良群から良好群にかけて割合が低下
する傾向は見られたが、有意性は確認されなかっ
た（P＝0.59）。
2） 最大増加率体重比（RFD9/w）評価尺度の予

測妥当性（図 2）
ベースラインで制限を有していた 29 名のうち、

16 名が不良群、9 名が平均群、4 名が良好群であ
った。1 年間の追跡調査時においても依然として
制限を有していた者は、不良群で 14 名（87.5％）、
平均群で 6 名（66.7％）、良好群で 1 名（25.0％）
であった。群間に有意差が見られ（P＝0.04）、傾
向性の検定においても有意性が確認された（P＝
0.01）。さらに、良好群と不良群との間に有意差
が示された（P＝0.01）。

ベースラインで制限を有していなかった 111 名
のうち、25 名が不良群、45 名が平均群、41 名が
良好群であった。1 年間の追跡調査時に制限を新
たに発生させた者は、不良群で 5 名（20.0％）、
平均群で 7 名（15.6％）、良好群で 2 名（4.9％）
であった。不良群から良好群にかけて割合が低下
する傾向は見られたが、有意性は確認されなかっ
た（P＝0.15）。

（3）考察
以上のとおり、F/w および RFD9/w の評価尺

度は、1 年後の起居移動動作能力を予測できる可
能性が示唆された。

それぞれの変数を比較すると、RFD9/w の評
価尺度は、ベースラインで起居移動動作能力に制

限を有していた高齢者を対象とした検討で有意性
が確認されるなど、概ね F/w よりも優れている
かもしれない。筆者らはこれまで、RFD9/w が
起立・歩行能力、反応性など、ダイナミックな動
きが求められる身体機能との間に強い関連性を示
すことを明らかにしてきた（辻ら, 2011b）。さら
に、椅子立ち上がり動作時の RFD 変数は、下肢
筋パワーと強く関連するとされている（Fleming
et al., 1991）。下肢筋パワーは、最大筋力よりも起
居移動動作能力への貢献度が大きい（Bean et al.,
2003）。以上の点から、RFD9/w はより有用な下
肢筋機能評価法として提案できるだろう。

また、ベースラインで制限を有しながらも
RFD9/w において良好群であった高齢者の 75％
は、1 年後に起居移動動作能力が改善した。すな
わち、RFD9/w を向上させるような、ダイナミ
ックな動作を取り入れた運動介入をおこなうこと
で、起居移動動作能力が改善するかもしれない。

4．結語
筆者らが前年度に報告した F/w および

RFD9/w の性・年齢別の評価尺度は、1 年後の起
居移動動作能力を予測できる可能性が示唆され
た。これは、ベースラインにおける起居移動動作
能力制限の有無のいずれの場合においても適用可
能と考えられる。ただし、統計学的有意性が確認
された項目は限定的であったことから、今後は対
象者数を増やすなどして検討を重ねる必要があ
る。

図2．追跡調査時に起居移動動作能力制限を有していた者の割合（最大増加率体重比の評価
尺度に基づく各群間の比較）
RFD9/w：maximal rate of force development（Δ90ms）per body weight.
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1．背景
筆者らは、「高齢者の元気長寿支援プログラム

開発に関する研究－第 1 報－1）」において、元気
高齢者、特定高齢者※、軽度要支援・要介護高齢
者の身体機能を包括的に据えられる指標として、
握力、5 回椅子立ち上がり、タイムドアップ＆ゴ
ー、5 m 通常歩行タイムから構成される身体的虚
弱化リスク評価指標（身体機能得点）を作成した

（表 1）。この指標は、妥当性や簡便性および身体
機能の仮説構造モデル 2）に基づいて候補とした
10 の身体機能測定項目から、元気高齢者、特定
高齢者、軽度要支援・要介護高齢者間の差異によ
り選定したものである。

第 1 報では、男女別に身体機能得点の算出式を
作成し、身体的虚弱化の基準として、1）元気高
齢者と特定高齢者とのカットオフ値、2）元気・
特定高齢者と軽度要支援・要介護高齢者とのカッ
トオフ値、を求めた。しかしながら、これらの検
討は横断的な分析によっておこなわれており、身
体機能得点とその基準値の予測妥当性について、
新規特定高齢者該当および新規要支援・要介護認
定を外的基準とした縦断的な検証が必要である。

本報告書では、1 年後の新規特定高齢者該当に
対する身体機能得点とその基準値の予測妥当性を
検討することを目的とした。なお、第 1 報同様、
特定高齢者を基本チェックリストの「運動器の機
能向上」5 項目中 3 項目以上に該当することと操
作的に定義した。
※本報告書では、第 1 報の報告書の用語と整合さ

せるため、現行の介護保険制度で用いられてい
る「二次予防事業対象者」を「特定高齢者」と
表記することとする。

2．方法
（1）対象者

本研究では 2007 年と 2010 年に茨城県、千葉
県、福島県で開催された体力測定に参加し、その
1 年後の体力測定会にも自主的に参加した 65 歳
以上の地域在住高齢者 317 名（男性 99 名、女性
218 名、平均年齢 75.0±5.8 歳）を対象とした。
対象者のうち、1）ベースライン時に基本チェッ
クリストの「運動器の機能向上」項目または ADL
障害（Barthel index 3）において 95 点未満 4））に該当
した計 59 名と、2）基本チェックリストや体力測
定値に欠損のあった 53 名、を除外し、最終的に
205 名（男性 75 名、女性 130 名、平均年齢 74.2±
5.8 歳）を解析の対象者とした。すべての対象者
に研究の目的や体力測定および質問紙調査内容を
十分に説明し、研究協力への同意を得た。

（2）ベースライン時の測定項目および測定方法
1） 基本情報および既往歴

年齢、性、および服薬数、既往歴、関節痛の状
況を個別に聴取した。薬は、医師から処方された
医療用医薬品とし、薬局等で購入した一般用医薬
品や医薬部外品、サプリメントは除外して数を確
認した。既往歴は、高血圧、糖尿病、心臓疾患

（不整脈、心不全、虚血性心疾患など）、呼吸器疾
患、骨粗鬆症、脂質異常症、の有無を、関節痛の
状況は肩関節痛、腰痛、膝関節痛の有無をそれぞ
れ確認した。形態指標として体重（kg）を身長

（m）の二乗で除すことにより body mass index
（BMI）を算出した。ADL の評価に Barthel
index 3）を用いた。歩行や食事、着替えや入浴な
ど、基本的 ADL に関する 10 項目の得点を総計
し、100 点満点で評価した。なお、本研究では、
先述したようにベースライン時点で 95 点未満の
場合を ADL 障害ありとみなし 4）、解析対象者か
ら除外した。
2） 身体機能測定

身体的虚弱化リスク評価指標（身体機能得点）

清野　諭 1）、根本みゆき 1）、フィゲロア・ラファエル 1）、大須賀洋祐 1）、大久保善郎 1）、鄭　松伊 1）、
田中喜代次 2）

2-2．身体的虚弱化リスク評価指標の縦断的妥当性の検討

1）筑波大学大学院人間総合科学研究科スポーツ医学
専攻

2）筑波大学体育系
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の構成項目である握力、5 回椅子立ち上がり、タ
イムドアップ＆ゴー、5 m 通常歩行タイムの計 4
項目を測定した。すべての項目は、kg（0.1 単
位）または秒（0.01 単位）の測定値（連続変数）
として評価した。また、各項目の測定値を初年度
に作成した身体機能得点算出式に男女別に代入
し、身体機能得点を求めた。各項目の測定方法お
よび身体機能得点算出式は、表 1に示すとおり
である。

身体機能測定の前には、問診によって当日の体
調を確認し、いずれの測定も身体機能測定に精通
したスタッフがおこなうことで、安全について十
分に留意した。
3） 基本チェックリスト

すべての対象者に対して、厚生労働省の基本チ

ェックリスト 5）を用いた調査をおこなった。基本
チェックリストは、うつ予防・支援関係の 5 項目
を除いた計 20 項目に「はい」、「いいえ」の 2 件
法で回答を求め、規定された選択肢を回答（項目
に該当）した場合に 1 点を配点した。本研究で
は、「運動器の機能向上」分野に含まれる「階段
を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか」、

「椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上
がっていますか」、「15 分くらい続けて歩いてい
ますか」、「この 1 年間に転んだことはあります
か」、「転倒に対する不安は大きいですか」の 5 つ
の質問項目中 3 項目以上に該当することを特定高
齢者の要件として用いた。なお、本研究では、ベ
ースライン時点で特定高齢者に該当する者を解析
対象者から除外した。

表1．身体機能項目の測定方法と身体機能得点の算出式
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（3）1 年後調査
基本チェックリストによるスクリーニングが健

康診査などを通して 1 年ごとにおこなわれている
ことを想定し、本研究ではベースライン調査から
1 年以内に新規に「運動器の機能向上」項目に該
当した者を新規特定高齢者と定義した。

（4）統計解析
すべての測定項目は、平均値±標準偏差または

割合（％）で示した。1 年後の新規特定高齢者該
当に対する身体機能得点の予測妥当性を評価する
ために 2 つの解析をおこなった。

第一に、receiver operating characteristic
（ROC）解析の曲線下面積（area under the ROC
curve : AUC）による予測精度の評価をおこなっ
た。性および年齢で調整するため、新規特定高齢
者該当の有無を従属変数、身体機能得点、性、年
齢を独立変数としたロジスティック回帰モデルを
構築し、ROC 解析の独立変数として投入した。

ROC 解析の外的基準は新規特定高齢者該当の有
無とした。

第二に、感度、特異度、陽性的中度、陰性的中
度による予測精度の評価をおこなった。新規特定
高齢者該当の有無を外的基準とし、ベースライン
時の身体機能得点が初年度に算出した特定高齢者
該当のカットオフ値（男性：－0.047、女性：
0.183）1）を下回っている場合の新規特定高齢者該
当の有無について、感度、特異度、陽性的中度、
陰性的中度を算出した。

すべての統計処理には、統計解析ソフト SPSS
Statistics 18.0（SPSS Inc, Chicago, IL, USA）を用
い、統計的有意水準はすべて 5％とした。

3．結果
表 2に、ベースライン時の対象者の身体的特

徴を示した。基本チェックリストの「運動器の機
能向上」項目に全く該当しなかった者は 93 名

（45.4％）であり、1 項目のみの該当者が 77 名
（37.6％）、2 項目の該当者は 35 名（17.7％）であ
った。

1 年後の新規特定高齢者該当者数は 23 名
（11.2％、男性 4 名、女性 19 名）であった。図 1
には、1 年後の新規特定高齢者該当に対する身体
機能得点の ROC 曲線と AUC（性、年齢で調整）

表2．ベースライン時の対象者の身体的特
徴（n＝205）

図１．1年後の新規特定高齢者該当に対す
る身体機能得点のROC曲線と曲線
下面積（area under the ROC
curve; AUC）※年齢、性による補正
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を示した。身体機能得点の ROC 曲線は、予測力
を全く持たないことを示す斜線（AUC＝0.5）か
ら有意に乖離しており、1 年後の新規特定高齢者
該当に対する AUC は 0.81（95％信頼区間：0.71-
0.92）を示した。
表 3には、初年度に横断的分析によって算出

した身体機能得点の特定高齢者該当基準（男
性：－0.047 未満、女性：0.183 未満）における 1
年後の新規特定高齢者該当の予測精度に関する指
標を示した。ベースライン時の身体機能得点が、
男性で－0.047 未満、女性で 0.183 未満に該当し
た場合の感度は 82.6％、特異度は 61.5％、陽性的
中度は 21.3％、陰性的中度は 96.6％であった。

4．考察
本研究は、1 年後の新規特定高齢者該当に対す

る身体機能得点とその基準値の予測精度を AUC
と感度、特異度、陽性的中度、陰性的中度の指標
から検討した。予測能を表わす AUC は、0.7 か
ら 0.8 なら十分な予測力であることを、0.8 から
0.9 なら優れた予測力であることを、0.9 以上なら
極めて優れた予測力であることを示す 6）。身体機
能得点は、1 年後の特定高齢者の新規該当に対し
て優れた予測力を有していた。身体機能得点にお
ける特定高齢者該当基準の感度・特異度は、
82.6％・61.5％であった。しかし、陽性的中度は
21.3％と、その値は十分高いとはいえず、偽陽性
者が多く拾い上げられる結果となった。身体機能
得点が特定高齢者の新規該当の予測に有用である
ことが示された一方で、その基準値についてはさ
らに対象者数を増やして再検討をおこなう必要性
も示唆された。

身体機能項目は、機能的制限や障害を反映する
だけでなく、将来的な障害発生や施設入所、総死
亡をも予測することが多くの先行研究によって明
らかになっている 7-11）。Cooper et al. 12）は、身体機
能項目が総死亡に及ぼす影響をメタ分析によって

検討しており、歩行速度の第 1 四分位（最も速い
グループ）に対する第 4 四分位（最も遅いグルー
プ）のハザード比は 2.87（5 つの研究を統合、
14,692 名を解析）であることを、同様に分析した
握力のハザード比は 1.67（14 の研究を統合、
53,476 名を解析）であることを、5 回椅子立ち上
がりのハザード比は 1.96（5 の研究を統合、
28,036 名を解析）であることを示している。

このように、健康予後に対する個々の身体機能
項目の影響度は明らかになりつつあるが、これま
での先行研究によると、複数の身体機能項目を組
み合わせても、健康予後に対する予測力が顕著に
高まらないことも示されている。Guralnik et al. 9）

は、short physical performance battery（SPPB）10）

の構成項目の 1 つである通常歩行速度のみでも、
SPPB の総合得点とほとんど同等に 4 年後の
ADL 障害発生を予測できることを報告している。
Onder et al. 13）も同様に、通常歩行速度のみで、通
常歩行速度と 5 回椅子立ち上がり、バランステス
トから構成した下肢パフォーマンス得点とほとん
ど同等に ADL 障害発生を予測できることを示し
た。さらに、Viccaro et al. 14）は、通常歩行速度と
タイムドアップ＆ゴーは、健康予後に対して同等
の予測力を有しており、2 つを組み合わせても予
測力は個々の予測力よりも増大しなかったことを
報告した。これらの先行研究の結果を踏まえる
と、本研究の身体機能得点は、1 年後の特定高齢
者の新規該当において優れた予測力を有していた
ものの、身体機能得点を構成する個々の項目と比
較して予測力に著差がみられない可能性もある。
しかし、縦断的に身体機能を評価していく場合
や、運動介入による身体機能の変化を評価する場
合は、複数の項目の合成得点のほうが信頼性の高
いことが示されている 15）。特に、運動介入による
身体機能の変化を評価する場合は、握力や歩行速
度など、疫学的に有用な指標では insensitive な
可能性も考えられる 16）。1）ベースライン時にお

表3．身体機能得点の特定高齢者基準における特定高齢者新規該当の予測精度
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ける機能低下者のスクリーニング、2）縦断的な
身体機能の評価、3）運動介入効果の評価、のい
ずれにおいても適切な評価が可能である、という
点で身体機能得点による評価は有用であると考え
られる。

本研究は、いくつかの限界と課題を有してい
る。第一に、ベースライン時に測定をおこなった
ものの、1 年後に追跡調査ができなかった者が 53
名と少なくなく、よりリスクの高い者が解析対象
に含まれていない可能性がある。結果として、対
象者数も減少し、特定高齢者の新規該当者が 23
名のみであった。この外的基準への該当率の低さ
が陽性的中度の低さに影響している。さらに、身
体機能得点は男女別に算出式を作成しているにも
かかわらず、予測妥当性の検討は男女混合で分析
せざるを得なかった。今後はさらに対象者数を増
やし、男女別に予測妥当性を検討することが必要
である。第二に、本研究では特定高齢者を基本チ
ェックリストの「運動器の機能向上」分野に該当
することと操作的に定義したことである。基本チ
ェックリストは、各生活課題の実践状況を問う形
式であり、その背景には物的・社会的側面などの
環境因子が少なからず関与している。今後は、こ
れらの影響を受けない実践能力に基づく指標を身
体的虚弱化の外的基準に用いるなどして、身体機
能得点の予測精度を再検証する必要がある。第三
に、本報告書の第 1 報では、特定高齢者該当基準
とともに要支援・軽度要介護認定の該当基準も求
めていたものの、それに関する予測妥当性の検証
ができなかった。結果には示していないが、1 年
間の本縦断研究では、ADL 障害の新規発生者も
12 名のみであったため、身体機能得点の新規要
支援・軽度介護認定に対する予測妥当性を検討す
るには、さらに長期的な追跡が必要である。

5．結語
本研究により、身体機能得点が特定高齢者の新

規該当の予測に有用であることが示された。しか
し、外的基準として用いたアウトカムや対象者
数、基準値の問題など、改善すべき課題が残って
いる。今後はさらに対象者数を増やし、身体機能
得点の基準値について再検討をおこなうととも
に、研究フィールドや健康支援現場における有効
な活用方法についても探っていきたい。
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1．背景
外出頻度が週一日未満の高齢者（閉じこもり高
齢者）（厚生労働省, 2009；竹内, 1984）は、身体機
能や心理状態、社会交流状況、認知機能（以下、
心身・社会機能と定義する）が著しく低下してい
ることが知られている（Fujita et al., 2006；新開ら,
2005ab；藺牟田ら, 1998）。しかし、既に閉じこも
ってしまった高齢者は、支援者の呼びかけに応じ
ない可能性が高く、支援者への負担も大きいこと
が予想される。本プロジェクト研究の主旨でもあ
る元気長寿支援という観点からは、心身・社会機
能が低下し始めた高齢者を早期にスクリーニング
し、閉じこもってしまう前に支援を開始する必要
がある。
このような背景を受け、我々は単なる外出頻度

ではなく、広範囲な外出に関係すると考えられる
自転車や乗物（自家用車、バス、電車など）の利
用頻度を評価し、これらの利用頻度が少ない高齢
者ほど、身体活動量が少なく身体機能が劣ってい

ることを明らかにしてきた（図 1）（角田ら,
2011）。
本研究では、この自転車や乗物の利用に関する
報告の発展的研究として、移動手段に対応した外
出範囲（歩行範囲、自転車範囲、乗物範囲）の評
価が、高齢者の心身・社会機能の簡易的な評価法
として有用であるかを横断的・縦断的視点から検
討する。

2．方法
（1）対象者
1） 横断調査
2009 年から 2011 年に茨城県笠間市の住民基本

台帳より無作為抽出された 65 歳から 85 歳の高齢
者 3,000 名を調査対象とした。なお、各年の調査
対象は抽出地区（町丁）が異なるため、重複する
ことはない。測定会に参加した対象は 570 名であ
った。このうち、回答に不足がある 57 名を除外
し、最終的な分析対象は 513 名（有効回答率
17.1％）であった。
2） 縦断調査
2009 年度の調査に参加した 213 名のうち、2010
年度ならびに 2011 年度の調査に継続して参加し
た 49 名（回答不足者なし）を分析対象とした。
本研究は筑波大学大学院人間総合科学研究科研
究倫理委員会の承認の下で実施し、対象者には口
頭と文書による説明をおこなった上で、同意書を
得た。
（2）調査項目
1） 外出範囲
平均的な一週間を想定させ、「歩行で行くこと

ができる範囲」、「自転車で行くことができる範
囲」、「乗物で行くことができる範囲」のうち、ど
の範囲で外出することが多いかを尋ねた。本研究
では、それぞれの範囲を「歩行範囲」、「自転車範
囲」、「乗物範囲」と定義する。
2） 身体活動量

角田憲治 1）、北濃成樹 1）、堀田和司 2）、真田育依 2）、村木敏明 2）、門間貴史 1）、武田　文 3）、大藏倫博 3）

2-3．外出範囲の評価を用いた簡便な心身・社会機能低下者スク
リーニング尺度の作成：横断的・縦断的視点からの検証

1）筑波大学大学院人間総合科学研究科
2）茨城県立医療大学保健医療学部作業療法学科
3）筑波大学体育系

図1．外出範囲の狭小化と心身・社会機能
の低下（安村ら，2005を改変）
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身体活動量の評価には Physical Activity Scale
for the Elderly（PASE）（Washburn et al. ,
1993）を用いた。PASEの設問は、過去 7日間に
実践した活動を聞くものであり、余暇活動、家庭
内活動、仕事関連活動の 3種類の身体活動から成
り立っている。余暇活動と仕事関連活動は 1日の
平均実践時間に、家庭内活動は実践の有無に項目
負荷（各活動要素の強度）をそれぞれ乗じ、合算
した値が身体活動量となる。
3） 身体機能評価項目
日常生活動作に必要な身体機能を反映し得る評

価項目として、握力、開眼片足立ち時間、長座体
前屈、長座位起立時間、5回椅子立ち上がり時
間、Functional reach（FR）、Timed up and go
（TUG）、5 m通常歩行時間、ペグ移動時間、全
身単純反応時間、全身選択反応時間の計 11 項目
を測定した。身体機能評価項目の詳細な測定方法
は、我々の先行研究（角田ら, 2010）と同様である。
4） 心理的状態
心理的健康状態の評価には、Geriatric Depression
Scale（GDS）（Sheikh and Yesavage, 1986）を
使用した。各項目は「はい」、「いいえ」の 2択で
回答し、項目ごとに 0点もしくは 1点が与えられ
る。具体的には、「自分の生活に満足しています
か」、「自分が無力と感じることがよくあります
か」などの質問をおこなう。設問は全 15 問で構
成され、各項目の合計が得点となる。
5） 社会交流
社会交流の評価には、Lubben Social Network

Scale（LSNS）（Lubben, 1988）を用いた。全 10 問
で構成され、各項目は 0～5点の間で評価される。
具体的には、「少なくとも月に 1回以上、話しを
したり、連絡をとったりする家族や親戚が何人く
らいおられますか」、「あなたは、あなたの最も親
しい友人や隣人とどのくらいの割合で会ったり、
連絡をとったりしていますか」などの質問をおこ
なう。
6） 認知機能
認知機能の評価にはファイブ・コグ検査（矢

冨, 2010）を用いた。ファイブ・コグ検査は、記憶、
注意、言語、視空間認知、思考の計 5要素から構
成され、パソコンに接続した音響設備（音声）お
よび映像の指示に従って測定を進めていくもので
ある。5要素の合計得点がファイブ・コグの得点

となる。
（3）分析方法
1） 横断調査
3つの外出範囲（歩行範囲、自転車範囲、乗物

範囲）間の心身・社会機能の比較には共分散分析
を用い、共変量に、年齢、性、教育年数、等価所
得を投入した。共分散分析において、外出範囲に
よる主効果が確認された場合には、下位検定とし
てBonfferoni 法による多重比較検定をおこなっ
た。分析結果は図で示し、歩行範囲の各スコアを
100％として各群との比較をおこなった。値（％）
は全て大きいほど良好になるよう示した。
2） 縦断調査
2009 年度の外出範囲によって対象者を歩行範

囲、自転車範囲、乗物範囲の 3カテゴリーに分
け、1年後、2年後の心身・社会機能を比較した。
統計手法には、二元配置の共分散分析を用い、共
変量には、年齢、性、教育年数、等価所得を投入
した。
統計処理には SPSS 19.0J for Windows を使用

し、有意水準はいずれも 5％とした。

3．結果
（1）横断調査
対象者の主な外出範囲について図 2に示した。

半数以上が乗物範囲まで達していたが、約 15％
は歩行範囲にとどまっていた。
図 3に外出範囲と身体機能評価項目との関連

性について示した。外出範囲と有意な関連を認め
た項目は、握力、Timed up and go、ペグ移動時間、
全身選択反応時間の 4項目であり、歩行範囲が自

図2．対象者の主な外出範囲
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転車範囲、乗物範囲に比して低値を示した。
外出範囲は、身体活動量、社会交流状況、心

理状態、認知機能とも有意に関連した（図 4）。
いずれの項目においても主な外出範囲が歩行範
囲にとどまるものは、自転車もしくは乗物範囲
に位置する者に比して低値を示した。
（2）縦断調査
外出範囲と時間経過によって交互作用が認め

られた項目はなかった。全体の傾向としては、
2009 年度における外出範囲間の心身・社会機能
の差が、2010 年度、2011 年度も並行して見られ
た（例：図 5）。

4．考察
主な外出範囲が歩行範囲と回答した高齢者は、

身体活動量、握力、TUG、ペグ移動時間、全身
選択反応時間が他の範囲の者に比して低値を示
した。関連を認めた身体機能評価項目は、それ

ぞれ筋力、下肢機能、巧緻性、反応性を反映する
項目である。歩行範囲にとどまっている高齢者
は、不活動であり、様々な身体機能が低下してい

図3．外出範囲と身体機能評価項目との関連性

図4．外出範囲と身体活動量，社会交流状況，心理状態，認知機能との関連性

図5．外出範囲の違いと身体活動量の経時
変化
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ることが明らかとなった。
また、歩行範囲の高齢者は、社会交流が少な

く、心理状態、認知機能も低水準であった。特に
心理状態に関しては、歩行範囲の高齢者は他の範
囲の者に比して顕著に抑うつ度が高く、約 40％
に抑うつ傾向（GDS が 6 点以上）が見られた
（データ不掲載）。閉じこもり高齢者は、抑うつ傾
向が高いことで知られているが（新開ら ,
2005ab）、本研究では、歩行範囲内の外出にとど
まっている者も同様に高い抑うつ傾向を示すこと
を明らかにした。
高齢者における閉じこもりは、身体的要因、心
理的要因、環境要因（人的・物理的）が相互に関
係し、引き起こされると言われている（竹内,
2001）。本研究では、物理的環境要因に関する検
討はできなかったが、歩行範囲の高齢者は、身体
機能、認知機能、心理状態が不良であり、社会交
流が少なかった。すなわち、歩行範囲の高齢者
は、閉じこもりのリスク要因が既に悪化し（はじ
め）ており、将来的に閉じこもる可能性が高いと
考えられる。
縦断調査では十分な追跡期間、対象者数を用意

できていないため、因果関係にせまるような分析
はできなかった。しかし、歩行範囲の高齢者の心
身・社会機能は、2年間を通じて他の群に比して
低水準のままであり、好転する様子が見られない
ことがわかった。我々のコホート調査は、現在も
引き続き実施しており、対象者数も増加してい
る。数年後には、縦断調査によって得られた質の
高い成果を公表できるだろう。
本研究では、主な外出範囲が歩行範囲にとどま
る高齢者の身体活動量、身体機能、認知機能、心
理状態、社会交流は、低水準であることを明らか
にした。本研究で用いた外出範囲の評価によって
心身・社会機能低下者（介護リスク保有者）のス
クリーニングを簡便におこなうことが可能かもし
れない。
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1．目的
加齢に伴い睡眠は変化し、多くの高齢者が不眠
の症状に悩まされている。睡眠に対する不満は若
年者に比べて高齢者において多くみられることが
明らかになっている（Kim et al., 2000）。さらに、睡
眠に関する問題は、死亡リスク（Tamakoshi and
Ohno, 2004）、転倒リスク（Stone et al., 2008）、
抑うつ（Okajima et al., 2012）といった重篤なイベ
ントの発生率を高めることが報告されている。
一方、高齢者における身体機能の低下は転倒の

危険因子となり（Lord et al., 1994）、寝たきりや閉
じこもりの要因となる。また、認知機能は歩行機
能を含む下肢筋機能の低下と関連すると指摘され
ており（Nieto et al., 2008）、高齢者における身体機
能ならびに認知機能の衰退はQuality of Life を著
しく低下させる恐れがある。
先述の通り、睡眠と疾病リスクや心理機能との
関連は古くより研究が進められており、一定の見
解が得られているが、主観的な睡眠の質（睡眠満
足度）、睡眠時間、仮眠時間を用いて高齢者の日
常生活の質を左右する身体・認知機能との関連に
ついて検討したものは散見される程度である。特
に縦断的調査により、多面的に評価した睡眠が身
体・認知機能に与える影響について検討した報告
はほとんどみられない。
夜間の睡眠は男性ホルモンの分泌レベル

（Barrett-Connor et al., 2008）や翌日の活動性
（大川, 1992）といった、身体機能の維持・向上に
欠かすことのできない要因と関連する。さらに、
日中の眠気が認知機能の低下と関連することが知
られており（Ohayon and Vecchierini, 2002）、以上
のことから、夜間の睡眠時間や日中の仮眠時間が
身体機能の低下や認知機能の衰えと関連すること

が予想される。
横断的・縦断的調査を用いて、睡眠と身体機能

および認知機能との関連を明らかにすることによ
り、日常的な睡眠を把握することで身体機能や認
知機能の低下リスクを評価することができると考
えられる。これは、寝たきりや閉じこもりを予測
することにつながり、高齢者の健康支援に大きく
貢献することが期待される。
そこで本研究では、横断的・縦断的調査によ

り、高齢者の睡眠と身体・認知機能との関連を検
討し、睡眠によって身体・認知機能低下者を把握
可能か検討することを目的とした。

2．方法
（1）対象者
2009～2011 年の各年に茨城県笠間市の住民基

本台帳（各年共に異なる町丁）から系統抽出法に
より 65～85 歳までの高齢者をそれぞれ 1200 名、
900 名、900 名抽出し、参加状による呼びかけに
応じ、各年の 8月に開催された「かさま長寿健
診」に参加した者を対象とした。2009～2011 年
において、それぞれ 213 名、180 名、172 名の計
565 名が調査に参加し、歩行障害を有する者や収
集したデータ（身体・認知機能ならびに睡眠評価
項目など）に欠損がある 46 名を除外した 519 名
（平均年齢 73.2±5.1 歳；男性 236 名、女性 283
名）を横断的調査の分析対象とした。縦断的調査
には 2009 年の調査に参加した 213 名の内、2009
～2011 年までの 3年間の追跡調査を完了した 46
名（平均年齢 72.6±5.0 歳；男性 20 名、女性 26
名）を分析対象とした。
（2）測定項目
1） 基本属性
対象者の基本属性として年齢、身長、体重、教

育年数を調査した。また、次式「体重（kg）/身
長 2（m）」によりBody Mass Index（BMI）を
算出した。

北濃成樹 1）、角田憲治 1）、辻　大士 1）、三ッ石泰大 1）、尹　之恩 1）、金　泰浩 1）、村木敏明 2）、
真田育依 2）、大藏倫博 3）

2-4．睡眠からみた身体・認知機能低下リスク評価尺度の開発：　
横断的および縦断的研究から

1）筑波大学大学院人間総合科学研究科
2）茨城県立医療大学保健医療学部作業療法学科
3）筑波大学体育系
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2） 睡眠評価項目
睡眠の評価には日本語版 Pittsburgh Sleep

Quality Index（土井ら, 1998）を参考に、質問紙を
用いて過去 1ヵ月間における睡眠の質と平均的な
夜間の睡眠時間を調査した。主観的な睡眠満足度
である睡眠の質は「とてもよい」、「まあよい」、
「あまりよくない」、「よくない」の 4件法で質問
した。また、上記 2項目に加えて日常生活におけ
る平均的な日中の仮眠時間を尋ねた。
3） 身体機能評価項目
日常生活動作に必要な身体機能を反映し得る評
価項目として、握力、開眼片足立ち時間、長座体
前屈、長座位起立時間、Functional Reach、5 回椅
子立ち上がり時間、Timed up and go（TUG）、5 m
通常歩行時間、48 本ペグ移動時間、全身選択反
応時間の計 10 項目を測定した。
4） 認知機能評価項目
認知機能の評価にはファイブ・コグ検査（矢

冨, 2010）を用いた。ファイブ・コグ検査は高齢者
の認知機能を評価する集団認知機能検査として開
発され、検査は記憶・学習、注意、言語、視空間
認知、思考の 5つの認知領域の課題から構成され
ている。本研究では 5つの課題の得点を合計した
ファイブ・コグ得点を認知機能の評価指標として
用いた。
（3）統計解析
横断的調査による、睡眠と身体・認知機能との
関連の検討には従属変数に身体・認知機能評価項
目、独立変数に睡眠評価項目、共変量に年齢、
性、BMI、教育年数を投入した共分散分析を使用
した。
3つの睡眠評価項目は以下の様にカテゴリ化し

た。睡眠の質は「とてもよい」、「まあよい」、「あ
まりよくない」、「よくない」の 4群、睡眠時間は
「6時間未満」、「6～7時間」、「7～8時間」、「8～9
時間」、「9時間以上」の 5群、仮眠時間は「仮眠
無し」、「1～30 分」、「30 分以上」の 3群にそれぞ
れ分類した。
縦断的調査では、2009 年に調査した睡眠の質、

睡眠時間、仮眠時間をそれぞれ、「6時間未満」、
「6～9時間」、「9時間以上」の 3群、「よい/まあ
よい」、「あまりよくない/よくない」の 2群、「仮
眠無し」、「1～30 分」、「30 分以上」の 3群に分類
し、1年後および 2年後の身体・認知機能を比較

した。共変量には横断的調査の際と同様に、年
齢、性、BMI、教育年数を投入した。
統計処理には IBM SPSS Statistics 19.0 for

Windows を用い、統計的有意水準は横断的・縦
断的調査ともに 5%とした。

3．結果および考察
（1）横断的調査
1） 睡眠の質
睡眠の質と身体・認知機能との間には有意な関
連は認められなかった。睡眠の質は睡眠時間や日
中の眠気などの睡眠評価項目以上に心理的な健康
状態を強く反映することが報告されており
（Okajima et al., 2012）身体機能や認知機能の低下
リスクではなく、心理機能の低下リスクを評価す
るために適した評価指標である可能性が考えられ
る。
2） 睡眠時間
図 1に睡眠時間と握力との関連性について示

した。共分散分析の結果、握力において夜間の睡
眠時間の主効果が認められたが（P<0.05）、多重
比較検定の結果、各群において有意な群間差は認
められなかった。しかし、統計的に有意ではない
ものの、睡眠時間と握力との間に逆U字の関連
がみられる傾向（P=0.311）があり、6時間未満
や 8～9時間のように睡眠時間に過不足が生じる
と全身の筋力を反映する握力の値が低い傾向にあ
った。Dam et al.（2008）は高齢男性を対象にアク
チグラフ（腕時計型睡眠-覚醒判定機器）を用い
て睡眠時間を客観的に評価し、身体機能との関連
を検討した結果、夜間に 6時間未満および 8時間

図1．睡眠時間と握力との関連性
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以上の睡眠をとる者は、6～8時間の睡眠をとる
者に比べて握力が低水準であることを報告してい
る。本研究結果はこれを支持するものであり、質
問紙を用いた主観的睡眠評価であっても、身体機
能の低下を評価できることが示唆された。本研究
結果では 9時間以上の群は握力が高く逆U字の
関連に反する結果となったが、これは 9時間以上
の群に該当する対象者数が少ないことが影響した
ものと考えられるため、今後、対象者を増やし引
き続き検討を続ける必要がある。
Faubel et al.（2009）は高齢者の主観的な睡眠時

間と認知機能との関連を検討した結果、7時間の
睡眠時間に比べて、それ以上の睡眠をとっている
高齢者の認知機能が低値であることを報告してい
る。本研究では夜間の睡眠時間と認知機能との間
には統計的に有意な関連は認められなかったが、
握力と同様に逆U字の関連がみられ、睡眠時間
が過不足（6時間未満、9時以上）している者は
認知機能が低い傾向にあった（図 2）。つまり、
睡眠過多だけでなく睡眠不足も同様に認知機能の
低さと関連する可能性が考えらえる。
3） 仮眠時間
図 3、図 4に 1日の仮眠時間と身体機能との関

連性について示した。仮眠時間と 5回椅子立ち上
がり時間および 5 m通常歩行時間との間に有意
な関連がみられ、日中の仮眠時間が短い群（仮眠
無し、1～30 分）に比べて 30 分以上の長い仮眠
をとる群において低値を示した（P<0.05）。5回
椅子立ち上がり時間や 5 m通常歩行時間は下肢
筋機能を反映する身体機能評価項目であることか
ら、1日の仮眠時間が 30 分を超える高齢者は下
肢筋機能が低下している可能性がある。

図 5に仮眠時間と認知機能との関連性につい
て示した。先行研究では、高齢者において日中の
眠気が強いことや仮眠習慣を持つことは認知機能
の低下と関連することを報告している（Ohayon
and Vecchierini, 2002）。一方、本研究では日中に
仮眠をとらない者は認知機能を評価するファイ
ブ・コグ得点において低い値を示し、1～30 分の
仮眠をする群に比べて有意に認知機能が低いこと
が確認された（P<0.05）。また、仮眠時間と 5 m
通常歩行時間との関連をみると仮眠時間が長い群
（30 分以上）だけでなく、仮眠をとらない群の結
果も低水準であることがわかり（Trend P<0.05）、
このような傾向は、柔軟性を示す長座体前屈や巧
緻性を示す 48 本ペグ移動時間の結果においても
みられた（データ不掲載）。一般的に高齢者にお
ける日中の仮眠は悪しき習慣として考えられてい

図2．睡眠時間と認知機能との関連性
図4．1日の仮眠時間と5 m通常歩行時間

との関連性

図3．1日の仮眠時間と5回椅子立ち上が
り時間との関連性

47-51-2-4-北濃成樹_日本体育協会-高齢者  12/05/25  10:46  ページ 49



50

るが、本研究結果から、日中の仮眠習慣が高い認
知機能や下肢筋力と関連することが示唆され、今
後、詳細な検討がおこなわれることが期待され
る。
これらを勘案すると高齢者が健やかな身体・認
知機能を保つための 1日の仮眠時間の推奨量は 1
～30 分であるのかもしれない。
（2）縦断的調査
各睡眠評価項目と身体・認知機能の経時変化に
は特徴的な関連はみられなかったが、ベースライ
ン時の関連性が 1年後・2年後も継続して観察さ
れた（例：図 6）。
今回の調査では対象者数や追跡期間が十分でな
いため、睡眠と身体・認知機能との間の因果関係
について言及することはできなかったが、今後、
対象者を増やして引き続き検討をおこない、身
体・認知機能の低下リスク評価尺度の開発に努め
ていく。

4．結語
本研究結果から、夜間の睡眠時間に過不足（6

時間未満、8時間以上）がある者や 1日の仮眠時
間が 30 分を超える高齢者は低体力水準にあると
言える可能性がある。また、仮眠をとらない高齢
者の認知機能は低く、一概に仮眠をとることが身
体機能や認知機能に悪影響を与えるとは限らない
ことが明らかになった。
以上のことから、睡眠時間や仮眠時間の評価か

ら身体機能や認知機能の状態をある程度把握でき
る可能性が示唆された。
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1．諸言
日本には超高齢社会が到来し、平成 23 年 6 月

の人口推計では 65 歳以上の人口が全人口の
23.1％に上る 2956 万人となっている 1）。
高齢化に伴う社会問題の一つに認知症がある。平

成 22 年度国民生活基礎調査によると認知症が原
因で要支援・要介護認定を受けた者は、全体の15.3％
に上り、脳血管疾患に次ぎ 2番目に大きな割合を
占めている。要介護のみに限定すると 20.5％を占
めており、要介護者の 5人に 1人が認知症により
介護が必要となっていることがわかる 2）。
認知症の最大の特徴は認知症高齢者自身では自

立した生活を送ることが困難となるため、本人の
Quality of Life（QoL）低下が引き起こされるばか
りでなく、家族・介護者の心理的、社会的な負担を
も引き起こすことである 3）。したがって、できる
限り早い段階で認知機能低下を把握し、認知症を
予防あるいは早期に治療できるよう地域と医療、
行政が一体となって取り組むことが必要である。
従来行われてきた認知症の簡易スクリーニング検

査にMini-Mental State Examination（MMSE）4）、改
訂長谷川式簡易知能評価スケール（HDS-R）5）な
どがある。これらの検査は訓練を受けた検者が必
要であることや、認知症スクリーニング検査であ
るため天井効果により認知機能の微小な変化は評
価しにくいなどの問題を有している 6）。また、そ
の他の認知機能評価を行う際にも多く用いられて
いる個別面談による聞き取り形式では、対象とな
る高齢者に心理的苦痛や嫌悪感を与える、時間的
な制約が多いなどの理由から実施困難な場面が少
なくない。したがって、検査が簡易に行え、かつ
認知機能の変化を敏感に検出することができる新
たな評価法の開発が望まれる。

認知機能の中でも注意機能は情報処理における
第一段階であり、認知機能が適切に機能するために
は注意機能の動員が重要である 7）ことから、注意
機能に焦点をあてた研究が多く行われている 8, 9）。
注意機能の検査には高次の注意機能を反映すると
いわれるTrail Making Test（TMT）10）がよく用い
られる。一方、尹ら 11）は軽度認知障害（mild
cognitive impairment：MCI）および加齢関連認知
機能低下（aging-associated cognitive decline：
AACD）を含む高齢者を対象に、認知機能と身
体機能の関連性を総合的に検討した結果、認知機
能と最もよく関連する身体機能は巧緻性（ペグ移
動テスト）であることを報告している。ペグ移動
テストは、上肢機能の総合的評価指標であり、手
腕作業検査とも呼ばれる 12）。
これらの先行研究に基づき、我々は認知機能を

パフォーマンステストで評価できると考え、ペグ
移動テストと TMT を組み合わせた「Trail
Making Peg Test（TMPテスト）」を考案した
（写真 1）。TMPテストはペグ移動テストによっ
て評価できる巧緻性に加え、目で数字を探し、手
でペグを動かすという 2つの反応パターンを交互
に切り替えて両方の遂行課程の情報を保持しなが

大藏倫博 1）、檜森えりか 2）、尹　智暎 1）、尹　之恩 2）

2-5．認知機能評価のためのパフォーマンステスト：
トレイルメイキングペグテストの提案

1）筑波大学体育系
2）筑波大学大学院人間総合科学研究科 写真1．TMPテスト
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ら適切に遂行するという要素が加わることで、ペ
グ移動テストより目と手の協応性や正しい方向に
動かす集中力や注意力が求められるため、これま
でにない「巧緻性+実行機能」の総合的評価方法
になりうることが期待される。
そこで本研究の目的は、高齢者の認知機能（特

に注意機能）を反映すると期待されるTMPテス
トの妥当性および信頼性を明らかにすること、そ
して認知症予備群（MCI や AACD）の疑いがあ
る対象者をスクリーニングするためのTMPテス
トのカットオフ値（基準値）を性、年代別に作成
することとする。

2．方法
（1）対象者
妥当性の検討およびカットオフ値の作成には平

成 21 年、平成 22 年、平成 23 年に茨城県笠間市
の住民基本台帳から系統的抽出法により抽出した
65 歳から 85 歳の地域在住高齢者計 3,000 名のう
ち、その年の 8月に実施した調査に参加した 547
名を対象とした。そのうち、分析に必要な項目の
測定を受けていない 7名を除外して 540 名を最終
分析対象者とした。信頼性の検討には平成 23 年
1 月から 3ヵ月間（週 1回、全 11 回）、茨城県笠
間市にて開催された運動教室に参加した高齢者
23 名とした。研究に先立って、全対象者に研究
の目的および測定に関する説明を行い、書面によ
るインフォームドコンセントを得た。
（2）測定項目
A）Trail Making Peg Test（TMPテスト）
手腕作業検査器（竹井機器工業社製）の大きさ
に合わせたプラスチック板の中央部に直径 1.5cm
の穴を 25 個あけて、穴の横に 1から 25 までの数
字をランダムに割り振る（以下、このプラスチッ
ク板を測定用シートと呼ぶ）。測定用シートを対
象者にとって近位盤に設置して、遠位盤には 48
本のペグをさした状態とする。対象者を検査器に
立位で正対させ、合図とともに利き手のみを使っ
てできる限り早くペグ（48 本の中からどれを使
っても良い）を近位盤においた測定用シートにさ
していく。その際 1から 25 へと昇順になること
とし、25 個すべての穴が埋まるまでの時間を 100
分の 1秒単位で測定する。なお、測定前には測定
（本番）用シートと同様に 1から 9までの数字が

ランダムに印字された練習用シートで説明を行い
ながら練習を行う。
信頼性の検討のために、数字の配列が異なる測

定用シートを 3枚（A、B、C）作成し、1種類ず
つ 1週間おきに計 3回測定した。測定用シート
（A、B、C）を実施する順番はランダムとした。
B） ファイブ・コグ検査（認知機能検査）
矢冨 13）により日本人高齢者を対象として開発

された認知機能検査であり、5つの認知機能要素
（注意、記憶、視空間認知、言語、思考）が含ま
れる。ファイブ・コグ検査専用のDVDメディア
を使用して、液晶プロジェクターでスクリーンに
投影し 20 名程度の対象者に対して一斉に検査を
実施した。DVDから出される指示（映像と音
声）に従って検査（以下に示す①～⑤の 5つの認
知機能検査）を行った。
①文字位置照合課題（注意）
段（上段、中段、下段）とそこに書かれた文字

（上、中、下）が一致する場合のみ、その文字を
丸で囲み同時に数字（1から昇順に）をふってい
く並行作業課題（二重課題）である。制限時間は
1分とした。
②カテゴリー手がかり再生課題（記憶）
手がかりとなる各カテゴリー（スポーツ、職

業、くだものなど計 8カテゴリー）と同時に 32
個（各カテゴリー 4個ずつ）の単語を記憶する。
その後、他の課題を行い、12 分経過した時点で
覚えた単語を、カテゴリーをヒントに思い出して
書き出す課題である。
③時計描画課題（視空間認知）
認知症高齢者をスクリーニングする際に有効な

課題と言われており、時計の文字盤を描き、その
中に 11 時 10 分を表すように針を書き込む課題で
ある。
④言語流暢性課題（言語）
できるだけ多くの動物名を書き出す課題であ

り、制限時間は 2分である。
⑤類似課題（思考）
2つの単語に共通する上位概念を抽出して書き

込む課題（例：ルビー、ダイヤ→宝石）である。
全 16 問からなり、制限時間は 3分とした。
（3）統計解析
各項目の測定結果は平均値±標準偏差で示し

た。
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妥当性の検討として、TMPテストとファイ
ブ・コグ検査各要素および 5要素合計点の関連性
を検討するための偏相関分析（年齢、教育年数、
収縮期血圧を調整）を行った。認知機能低下の可
能性がある対象者をスクリーニングするための
TMPテストのカットオフ値（基準値）を作成す
るために、性×年代（前期高齢者、後期高齢者）
ごとにファイブ・コグ検査の合計得点（認知機能
得点）の平均値と標準偏差（standard deviation：
SD）を算出し、平均値－1SDを健常者群と認知
症予備群との境界値とした。認知機能得点と
TMPテストの回帰直線から、健常者群と認知症
予備群との境界値に相当するTMPテストタイム
を算出し、認知症予備群を判別するカットオフ値
とした。
また、信頼性の検討として、TMPテストの 1

回目、2回目、3回目の測定値の級内相関係数を
求めた。併せて、シートおよび測定回数による測
定値の差の検定として 1要因の分散分析を適用し
た。
すべての統計処理には SPSS 18.0 for Windows

を用い、統計的有意水準は 5％とした。

3．結果および考察
（1）TMPテストの妥当性の検討

表 1に対象者の基本的特徴を示した。平均年
齢は 73.4±5.2 歳、男性 246 名、女性 294 名であ
った。
全対象者の TMP テストタイムの平均値は

81.3±22.5 秒であった。表 2にTMPテストと認
知機能の各要素（注意、記憶、視空間認知、言
語、思考）得点および 5要素合計得点との偏相関
係数（年齢、教育年数、収縮期血圧を共変量に投
入）を示した。TMPテストは 5つの認知機能要
素すべてと、そして 5要素合計得点とも有意な相
関関係を示した（注意、r＝－0.415；記憶、r＝－
0.309；視空間認知、r＝－0.270；言語、r＝－
0.306；思考、r＝－0.340；5 要素合計得点、r＝－
0.489）。これは尹ら 11）による、ペグ移動テストと
ファイブ・コグ検査により評価した認知機能との
間に有意な相関関係が認められたとする報告と一
致する。なお、5つの認知機能要素のうち、特に
注意機能との相関係数が他の項目に比して高値を
示していることは、TMPテストがTMT 10）と同
様に注意機能の評価尺度であることを示唆するも
のと捉えることができるかもしれない。以上の結
果より、TMPテストは注意機能を中心とした高
齢者の認知機能を評価できる可能性が示唆され
た。

表1．対象者の基本的特徴（妥当性の検討）

表2．TMPテストと認知機能得点との偏相関係
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（2）TMPテストのカットオフ値の作成
性・年代別の認知機能得点およびTMPテスト

タイムの平均値と標準偏差を表 3に示した。性
および年代ごとに認知機能得点の平均値－1SD
を認知症予備群の境界値として、回帰曲線から
TMPテストタイムのカットオフ値を算出したと
ころ（図 1）、男性・前期高齢者は 83.66 秒、男
性・後期高齢者は 107.74 秒、女性・前期高齢者

は 86.76 秒、女性・後期高齢者は 103.65 秒であっ
た。
（3）TMPテストの信頼性の検討
対象者の基本的特徴を表 4に示した。
図 2には、3枚の測定用シートの一致性に関す

るデータを示した。シートAは 71.1±16.5 秒、
シートBは 71.6±15.9 秒、シートCは 74.3±22.6
秒で 1要因分散分析により、シート間に有意差は
認められなかった。したがって、測定に用いた 3
枚の測定用シートの難易度は同程度であったと言
える。
次に、測定回数がTMPテストタイムに影響す

るかどうかに関するデータを図 3に示した。1回
目は 75.6±19.2 秒、2回目は 71.8±18.2 秒、3回
目は 69.5±18.1 秒で 1要因分散分析により有意差
は認められなかった。また、級内相関係数は 0.78
であった。ICCは 0.75 以上であれば信頼性は良
好である 14）ことから、TMPテストの信頼性は良
好であることがわかった。20 名の中高齢者を対
象にTMTを 1か月後に再テストして級内相関係
数を求めたCangoz et al.15）は、TMTの ICCは

表3．性・年齢別の認知機能得点および
TMPテストタイム

図1．性・年齢別にみたTMPテストのカットオフ値
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0.78 であったと報告している。本研究は計 3回の
再テストを行って ICCを検討したことと、測定
間が 1週間であったことを考慮するとTMPテス
トの再現性はTMTに比して同程度か、あるいは
高いと考えられる。

4．結語
TMPテストは高齢者の認知機能評価のための

パフォーマンステストとして妥当性・信頼性とも
に良好であり、有用なツールとなりうることが示
唆された。
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表4．信頼性の検討のための対象者の基本的特徴
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1．緒言
我々が茨城県笠間市においておこなっている、

スクエアステップ 6）を主運動に据えた「元気長
寿！教室」は、開始から約 4年が経過しようとして
いる。また、我々は、「元気長寿！教室」修了後の
継続的な運動実践の場として機能している「スク
エアステップ・サークル」のサポートおよび、ス
クエアステップ・サークルの指導者役を担う高齢
者運動ボランティアである「スクエアステップ・
リーダー」の養成を 2年半以上おこなってきた。
平成 20 年 12 月に笠間市で最初のスクエアステ
ップ・サークルである「いきいきステップ ともべ」
が結成されてから 3年以上が経過しており、現在
はサークル数だけでなく 1サークルあたりの会員
数も着実に増えている。また、近年は男性や、体
力水準が低い高齢者でも参加しやすい環境を作る
ための動きもみられている。本稿では、笠間市に
おけるスクエアステップ・サークル活動やスクエ
アステップ・リーダー養成の現状および、スクエ
アステップ・リーダーとしての活動が身体機能に
与える影響について報告する。

2．スクエアステップ・サークルの広がりと多様化
本プロジェクト研究の報告書̶第 2報̶が発行
された 2011 年 3 月の段階では、笠間市内のスク
エアステップ・サークル数は活動予定を含めて
12 団体であったが、現在は 13 団体が（表 1）活
動中であり、それに加えて、新たなサークル創設
に向けて動き始めている例もいくつかある。平成
24 年 1 月 10 日時点のサークル会員数は 313 名に
のぼり、これは笠間市に在住する高齢者 19,189
名（平成 23 年 12 月現在）2）のおよそ 60 人に 1人
が所属していることになる。

男性会員の少なさがかねてより課題であった
が、現在は少しずつではあるが男性会員も増えて
きており（10 名程度）、活動を中止することなく
継続的に参加している。さらに、現在は男性限定
のスクエアステップ・サークルの創設が企てられ
ている。女性が中心となっている集団に新たに加
入することに対して抵抗を感じる可能性があるこ
とや、男性のほうが筋力トレーニングなどの強度
の高い運動を好む傾向にあることなどを勘案する
と、男性のスクエアステップ・サークル会員を増
やすための有効な手段の一つであると考えられ
る。男性限定のスクエアステップ・サークルの中
心となりそうな人材も徐々に輩出されており、今
後彼らが行政と一体となってサークルを創設した
り拡大したりする際には、我々は運動プログラム
についてアドバイスをするなど、活動の中心が彼
らであることを念頭に置いた裏方的なサポートを
していく予定である。
スクエアステップ・サークルには、やや体力水

準の低い高齢者が所属している場合がある。「い
きいきステップ ともべ」では、スクエアステップ
をおこなう際、全体（おおむね体力の高い高齢
者）の進行とは別に、体力水準の低い高齢者専用
のスクエアステップマットを用意し、経験の豊富
なスクエアステップ・リーダーが個別に指導にあ
たる体制をとっている。しかし、体力水準により
区別するのは運動場面のみであり、その前後の歓
談やレクリエーション場面では、参加者全員によ
る交流がなされている。このようにスクエアステ
ップ・サークルは健常な女性のための集団ではな
く、スクエアステップに興味があればだれでも参
加することができるバリアの少ない運動サークル
として機能してきているといえるであろう。

3．スクエアステップ・リーダーの養成と活動の
広がり

「スクエアステップ・リーダー」とは、スクエ

三ッ石泰大 1）、甲斐裕子 2）、大藏倫博 3）

3-1．茨城県笠間市における事例研究

1）筑波大学大学院人間総合科学研究科
2）財団法人明治安田厚生事業団体力医学研究所
3）筑波大学体育系
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アステップを用いた介護予防支援をおこなうこと
のできる運動ボランティア資格のことである。詳
細は第 2報 5）を参照されたい。平成 22 年度まで
にスクエアステップ・リーダー養成講習会は計 3
回おこなわれ、資格認定されたスクエアステッ
プ・リーダーは 55 名（うち男性 3名）であり、
平成 23 年度には新たに 34 名を養成した（うち男
性 1名）。
今年度はスクエアステップ・サークルでの指導
体制に変化がみられた（図 1）。このように、笠
間市でさらにサークルを普及させるためには、よ
り多くのサークルにおいて、特定のリーダーに依
存することのない体制を築く必要がある。
平成 24 年 3 月には、スクエアステップ・リー

ダー資格取得者から構成されている、スクエアス
テップ・リーダー会が主体となったスクエアステ
ップ・サークル交流会がおこなわれた。これは笠
間市で活動しているすべてのスクエアステップ・
サークル会員を対象としたものであり、笠間市の
高齢福祉課とスポーツ振興課の後援を得て当日は
およそ 200 名のスクエアステップに親しむ高齢者

でにぎわった。交流会では各サークルの紹介や、
サークルごとに準備した集団パフォーマンスがお
こなわれた。
このように、笠間市におけるスクエアステッ

プ・リーダー養成は単に認定者の人数が増えてい
るだけでなく、リーダーたちの活動の質も向上
し、活動の幅が広がってきている。

表1．笠間市におけるスクエアステップ・サークルの設置状況

図1．スクエアステップ・サークルにおけ
る指導体制の変化とメリット
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4．スクエアステップ・リーダーとしての活動が
リーダー本人の身体機能に与える影響
近年は多くの自治体において、運動教室卒業者
をボランティアとして養成し、地域での運動普及
に活躍させようとする動きがみられる。しかし、
研究レベルで運動を媒体としたボランティア活動
が高齢者の生活機能に与える影響について検討し
た例は散見される程度である 9）。スクエアステッ
プ・リーダーとしての活動が身体機能を良好なま
ま保持できることが明らかになれば、運動機会の
提供という他者への利益に加えて、自身への利益
にもなり、活動の継続意欲向上に寄与することが
考えられる。そこで我々はスクエアステップ・リ
ーダーとしての活動がリーダー本人の身体機能に
与える影響を明らかにすることを目的とし、検討
をおこなった。
（1）対象者
2008 年および 2009 年の「元気長寿！教室」修

了後、スクエアステップ・リーダーとなり、教室
前のベースラインから平均 1年 9ヵ月後の追跡調
査に参加した 17 名（平均年齢 70.7±3.7 歳、男性
1名、以下リーダー群と記す）と、「元気長寿！
教室」修了後、スクエアステップに関する活動を
中止し、ベースラインから平均 1年 10 ヵ月後の
追跡調査に参加した 8名（平均年齢 74.6±6.2 歳、
男性 3名、以下中止群と記す）の 2群の変化を検
討した。表 2にベースラインにおける身体的特
徴の平均値±標準偏差、およびリーダー群と中止
群の比較結果を示した。
（2）測定項目
高齢者の日常生活に関連が深く、介護予防事業

の評価に頻用されることから、握力（筋力）、長
座体前屈（柔軟性）、開眼片足立ち時間（平衡

性）、タイムドアップアンドゴー（移動性）、5 m
通常歩行時間（歩行能力）の合計 5項目を測定項
目とした。
（3）統計解析
各項目の測定結果は平均値±標準偏差で示し

た。ベースラインにおける身体的特徴の比較に
は、対応のない t検定を用いた。身体機能に与え
る時間経過（ベースライン、教室後、追跡調査）
と「元気長寿！教室」修了後の活動（リーダー
群、中止群）の影響を検討するために、年齢と性
を調整した共分散分析をおこない、その後の多重
比較検定ではBonferroni 法を採用した。統計的
有意水準は 5％とした。
（4）結果と考察
図 2にタイムドアップアンドゴーの変化を示

した。リーダー群では、ベースライン（5.9±1.3
秒）と教室後（5.7±1.3 秒）に比べて追跡調査時
の記録（5.1±0.6 秒）が有意（P<0.05）に短縮し
ていた。一方で、中止群では有意な変化は見られ
なかった。また、共分散分析の結果、交互作用に

表2．ベースラインにおける身体的特徴

図2．タイムドアップアンドゴーの変化
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有意傾向がみられた（P＝0.089）。
図 3に 5m通常歩行時間の変化を示した。リ

ーダー群では、ベースライン（3.5±0.6 秒）と教
室後（3.4±0.4 秒）に比べて追跡調査時の記録
（3.0±0.4 秒）が有意（P<0.05）に短縮していた。
一方で、中止群では有意な変化は見られなかっ
た。また、共分散分析の結果、有意な交互作用が
みられた（P＝0.043）。
健常な日本人高齢者を対象とした場合、タイム

ドアップアンドゴーの記録は、70 歳前後を境界
に延長（悪化）しやすくなることが報告されてい
る 4）が、本研究におけるリーダー群は平均年齢が
70 歳を越え、加齢による体力（パフォーマンス）
の低下が発現している可能性があるにもかかわら
ず、有意な改善がみられた。また、5 m通常歩行時
間が遅い高齢者は将来の要介護リスクが高まる 3）

など、身体的自立と深く関係していることが知ら
れているが、これに関してもリーダー群に有意な
向上が確認された。スクエアステップ・リーダー
はサークル活動のコーディネートやサークル参加
者に対してスクエアステップのアドバイスを与え
るだけでなく、手本を示したり、サークル参加者の
一人としてスクエアステップを楽しんだりする時
間もあるため、スクエアステップの運動効果 7, 8）

が、下肢機能にあらわれたと考えられる。また、
スクエアステップ・リーダーは指導のためにさま
ざまな場所へ出向いたり、事前準備や後片付けを
したりする必要があるため、それに伴う身体活動
量の増加もよい影響を与えた可能性がある。今回
の報告は、両群ともに追跡期間が 2年未満であ
り、身体的効果を検討するには観察期間が短い可

能性があるため 1）今後さらに追跡し、検討する必
要がある。

5．まとめ
我々が茨城県笠間市において、介護予防事業に

関わるようになって約 4年が経過しようとしてい
る。その間には介護予防運動教室（元気長寿！教
室）のみならず、その後の運動継続の場（スクエ
アステップ・サークル）の整備や、運動ボランテ
ィア（スクエアステップ・リーダー）の養成など
にも尽力しており、笠間市におけるスクエアステ
ップ事業は拡大してきている。サークル数やサー
クルに所属する人数が増えているだけでなく、男
性会員を増やしたり、虚弱な高齢者が活動に参加
できる環境を整えたりする動きもみられる。スク
エアステップ・リーダーは認定者数の増加に加え
て、指導力の高いスクエアステップ・リーダーも
増えてきていることから、今後さらにスクエアス
テップ・サークルが笠間市内で普及することが予
想される。
また、スクエアステップ・リーダー活動に従事

することで、下肢機能を中心とした身体機能を向
上させる可能性が認められた。スクエアステッ
プ・リーダーとしての活動は、他者に運動機会を
提供するだけでなく、リーダー本人の身体機能に
もよい影響を与える活動であることが示唆され
た。
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1．はじめに
各市町村において介護予防事業が進展する中、

“地域で活躍する介護予防ボランティア”の活動
について数多くの報告がなされている。介護予防
ボランティアとは、厚生労働省が推し進める認知
症サポーターや、食生活改善推進員、身体機能低
下や閉じこもり予防を目的とした運動指導員など
さまざまである 1-7）。また、介護予防ボランティ
ア育成の背景には、団塊世代の社会参加・社会貢
献や高齢世代による活躍の場の拡大など、ボラン
ティア活動自体が“自らの介護予防の一策”と位
置づけられている。
福島県大沼郡会津美里町（2005 年に会津本郷

町、会津高田町、新鶴村の 3町村が合併）では、
合併前である 2000 年から旧会津本郷町健康福祉
課と住民による「5年後も今のままでいよう」を
合い言葉に“高齢者健康つくり推進事業”を展開
してきた 8-12）。事業は運動実践を中心とした身体
機能の維持・改善を目的としており、運動指導ボ
ランティアの育成、運動指導ボランティアによる
運動教室や体力測定会の開催などを実行してい
る。最大の特長は、住民と自治体が連携すること
で事業が進められている点であり、合併以降は他
地域へも徐々に規模を拡大している。本研究で
は、合併後も積極的に活動がなされている背景に
着目し、元気長寿支援プロジェクトを地域へ普及
するための会津美里町型戦略について考察する。

2．事業概要
（1）会津美里町とは
福島県会津美里町は、2005 年 10 月に近隣の 3

町村であった会津本郷町、会津高田町、新鶴村が合
併し誕生した。2012 年 3 月現在の人口は約 23,000
人、高齢化率は 31.8％と全国平均の 23.1％を大き
く上回っている。会津美里町勢要覧 2011 13）によ
ると、女性では 75～79 歳台の人口が最も多く、
次いで、50～59 歳、80～84 歳台となっていた。
男性では、55～59 歳が最も多く、65 歳～79 歳ま
での各 5歳刻み階級は約 700 名となっており、女
性と同様に他の階級よりも多い。このように、高
齢化率および高齢世代の実数から、効果が現れ、
波及効果の高い元気長寿支援が望まれている。
（2）高齢者健康つくり推進事業
高齢者健康つくり推進事業は、旧会津本郷町に

おいて、2000 年 4 月の介護保険制度の導入と同
時に、地域保健事業や老人保健事業などを総合的
に進めていくために複合福祉施設を地域の健康増
進計画の基地として位置づけ、特に高齢者の閉じ
こもりや寝たきりの数を減少させることを目的と
して開始された事業である。本事業は、1）運動
を通した指導の担い手の育成、2）運動教室の開
催、3）体力測定会の開催を主とし、住民の元気長
寿への意識改革につなげることを目指している。
（3）地域運動指導員
本事業において重要な役目を担うのが、運動教

室で実際に指導を担当する“地域運動指導員”で
ある。地域運動指導員育成の目的は、健康づくり
推進事業の一つである運動教室を開催する上で、
運動教室を“住民の力”でおこない事業を継続で
きる環境を整えることであった。事業開始初年度
（2000 年）に第 1期生を養成し、市町村合併後
（2005 年）に第 2～第 5期生を養成した。2002 年
には、住民支援への意識向上とともに、地域運動
指導員によるサークル“すこやかクラブ”が設立
され、さまざまな介護予防事業を担っている自治
体と支援を受ける住民の間での貴重な架け橋とな
る役目を担うように発展してきた。現在では、旧
会津本郷地域居住者 9名、旧会津高田町居住者

藪下典子 1）、清野　諭 2）、根本みゆき 2）、鄭　松伊 2）、大須賀洋祐 2）、大久保善郎 2）、沖　直哉 2）、
小澤多賀子 3）、大田仁史 4）、田中喜代次 5）

3-2．福島県会津美里町における事例研究

1）医療法人八千代会八千代病院
2）筑波大学大学院人間総合科学研究科
3）株式会社THF
4）茨城県立健康プラザ
5）筑波大学体育系
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13 名、旧新鶴村居住者 6名の計 28 名で活動して
いる。
（4）運動教室の概要
教室は、運動遊具の設置されている 5ヶ所の公
園において、月に 2～4回、1時間程度おこなわ
れている。運動内容は、運動遊具を利用した 4 種
目の運動（上半身のストレッチ、バランス運動、
下肢筋力強化運動、下肢のストレッチ：財団法人
体力つくり指導協会 高齢者うんどう習慣化事業
部監修、図 1）とウォーキングおよびレクリエー
ションを中心とし、準備運動および整理運動は、
関節の曲げ伸ばしや筋肉などのストレッチングを
中心に構成されている（図 2）。これらの運動は、
先述した地域運動指導員が指導を担当している。
平成 14 年度から現在までは、月に 1回は筑波大
学スタッフ（主に健康講話とレクリエーション担
当）と共同開催する日、残りの 3回は地域運動指
導員による教室とし、自治体と住民の連携による

事業継続を試みた。また運動教室は、対象者や 1
クラスの人数を制限して期間を限定した教室と違
い、誰でもいつでも参加できる形式となってい
る。そのため、元気高齢者、虚弱高齢者、40 歳
台・50 歳台の住民、運動不足の者、そして高血
圧、糖尿病や脳血管疾患など有疾患者にいたるま
で参加者の年齢や属性（特徴）はさまざまであ
る。すなわち、本事業で開催している運動教室
は、一人ひとりのペースで身体を動かし、健康に
関する知識を身につけ、運動を習慣化させること
を目的としているのである。 
（5）高齢者体力測定会
事業の効果は、何らかの形で評価する必要があ
る。そこで、高齢者の日常生活に関わる動作（日
常生活行動：ADL）を評価する体力測定会を開
催している。2003 年度までは半年に一度、以降
年に一度の開催とし、2011 年度までに計 17 回、
のべ 2,963 人もの高齢者が参加してきた。疾患や

図1．うんどう遊園4種目

図2．うんどう教室の流れ
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運動習慣の有無、運動教室参加の如何に関わら
ず、保健師や栄養士、健康運動指導士、高齢者体
力つくり支援士らが中心となり 60 歳以上の町民
に対して参加を呼びかけた。測定のスタッフは筑
波大学が中心となるが、測定準備、受付などは健
康福祉課（現健康ほけん課）が、体力項目中で 3
～4項目を地域指導員が担当することで、住民・
自治体および関係機関が連携を図っている。当
初、旧会津本郷町のみで開催してきたが、2006
年度からは旧会津高田町地域、2011 年度からは
旧新鶴村地域で開催し、計 4ヶ所で高齢者の体力
を評価するように努めている。 
（6）新規事業
合併以降の新規事業として、1）二次予防高齢

者：運動器の機能向上教室、2）生活習慣病のた
めの地域巡回教室（ウェルネス会津美里）、3）東
日本大震災原発避難者（福島県楢葉町住民）に対
する運動支援がある。
2006 年からは、介護予防政策地域支援事業の

一つである二次予防高齢者（旧特定高齢者）運動
器の機能向上事業における運動教室で運動指導を
担当し、虚弱高齢者から元気高齢者まで一貫して
指導を担える運動指導者として成長している。そ
して、2011 年度には、“ウェルネス会津美里町”
と銘打った健康増進事業の中に組み入れられてい
る健康教室において運動指導を担当し、町民の健
康を支えている。東日本大震災時には、会津美里
町が姉妹都市締結をしている楢葉町住民の一次避
難先となったホテルを巡回し、運動教室を開いた
り会津美里での暮らしについて相談にのったりと
積極的にボランティア活動を展開した。現在で
は、応急仮設住宅に設置されたサポートセンター
にて、週に 1度、運動教室を開催し、心身のケア
にあたっている。

3．地域へ普及させるための戦略
（1）地域運動指導員の養成事業
養成講座受講対象者は、会津美里町に居住して
いる住民に対し、介護予防を目的とした運動の役
割を理解し、地域指導員養成講座へ出席でき、ボ
ランティアとして運動指導に携わる意志のある者
を広く公募した。（財）体力つくり指導協会高齢者
うんどう習慣化事業部の協力のもと、運動指導方
法を中心に全 10 回約 3ヶ月間にわたり開催され、

養成講座修了後には、実地研修として実際の運動
教室で指導を担当しながら、地域での普及に携わ
ることのできる知識と経験を身につける。現在、
第 5期生までの養成が終了し、28 名の地域運動
指導員が地域活動を担っている。会津美里町で
は、一度に多人数の指導員を養成しない。その理
由として、地域運動指導員が“運動指導者ではな
く運動習慣化促進のための代表者”と位置付けら
れているためである。多人数を一度に養成するこ
とによって、活動できる地域運動指導員が増え、
地域活動の範囲も広がるというメリットのある一
方で、指導員間や役場などの連携機関との意思疎
通が困難となりかねない。そのため、地域活動の
目的・目標・理念があいまいとなり、高齢者の健
康利益とならない恐れも生じる。そこで、限られ
た活動範囲内にて、少人数の地域運動指導員によ
る地域活動とすることで、住民の健康利益を最優
先に考えることとした。少人数での活動は、地域
運動指導員の責任感と意欲を奮い立たせることに
つながり、養成講座修了後も地域運動指導員の 9
割が地域活動に貢献している。
2教室から開始された本事業も、現在では、う

んどう遊園 5ヶ所、役場との協働事業 1事業、楢
葉町原発避難者支援と広がりをみせ、平日はほぼ
毎日のように指導員の関連する教室がおこなわれ
ている。
（2）ボランティア活動助成金の活用
地域運動指導員の結成する「すこやかクラブ」

はこれまでに 2度、ボランティア活動助成金を獲
得してきた。特に 2011 年度は、東日本大震災に
よる東京電力福島第一原発避難者である楢葉町住
民（会津美里町内に応急仮設住宅を設置）に対し
介護予防支援をおこなっているが、活動資金は助
成金を活用している 14）。活動資金を獲得すること
によって、役場との協働もさらに活動的となり、
住民への支援が円滑に進んでいる。
（3）保健師と地域運動指導員の信頼関係
自主活動の推進がカギとなるボランティア活動
であるが、福祉に関連するボランティア活動は保
健師との信頼関係が大切になる。会津美里町の場
合、保健師は月に 1～2度、運動教室に参加し、
住民の様子や地域運動指導員の活動状況を確認す
る。また、運動教室の指導シフト表作成や研修に
関わる外部講師との調整も保健師が担う。そし
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て、住民検診や健康相談の際には、運動実践が必
要であると判断された住民に対し、地域運動指導
員の存在を伝え運動教室へ勧誘する。地域運動指
導員は、閉じこもりや虚弱化が懸念される高齢者
を保健師へ連絡したり運動教室へ誘ったりと、住
民に対し直接関わることを重視している。それぞ
れの役割を相互に連携しながら担うことで、一つ
の職種だけではカバーしきれない住民支援が可能
となる。

4．まとめ
筆者らは、会津美里町以外にも多くの運動指導
ボランティア育成に携わっている。各地域でさま
ざまな元気長寿支援がおこなわれているが、共通
して議論となるのは、元気長寿支援策の主役は誰
か、ということである。運動教室を担当している
のも運動教室に参加しているのも住民であり、元
気長寿支援の主役となるべき存在である。つま
り、市町村は、大きな括りとして住民を支え、運
動指導ボランティアは、住民の一人として住民と
共に元気長寿を目指していくことが大切なのであ
る。元気長寿支援では、運動指導ボランティアと
住民の間に特別な関係は生じず、支援を代表する
住民と、その支援に賛同する住民たちによって進
められるべきであろう。会津美里町は、運動指導
ボランティアと住民、保健師そして行政との間に
元気長寿支援に対する意思疎通がなされているた
めに、12 年にわたる活動が可能であったと考え
る。
筆者らは、2005 年にユニベール財団より助成

金を獲得し旧会津本郷町の元気長寿支援プログラ
ムの効果を報告した。現在、初年度（2000 年度）
の運動教室参加者における介護認定や死亡者割合
およびその要因、運動教室継続参加者の体力変化
について調査中である。今後は、合併以降、さら
に活発化した元気長寿支援事業の有効性を検討す
ることが課題となる。
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1．はじめに
2011 年 3 月 11 日の東日本大震災は、死者・行

方不明者合わせて約 1万 9千人の甚大な被害をも
たらした 1）。当初から筑波大学の運動支援関係者
は、被災地のために貢献したいと検討していた
が、災害急性期に支援に駆けつけることは実現で
きなかった。しかしながら、被災地の受け入れ体
制や我々の研究班の支援体制が整った 7月から、
宮城県亘理郡山元町において、スクエアステッ
プ・リーダーの育成事業を通じた復興支援に携わ
ることができた。本章では、運動を通じた復興支
援活動に携わる方の一助となることを願い、我々
のこれまでの取り組みを報告する。

2．支援活動の開始
東日本大震災の大津波による甚大な被害状況を
目にし、運動支援者として「何かしなければ」
「行ってできることはないか」と考えていたが、
現地とのつながりが密とは言えなかった我々にと
って一番の課題は、運動の支援を必要としている
自治体を探すことであった。すでに現地に出向い
ていた幾つかの団体にコンタクトをとったが、ど
こも新たに外部者を受け入れる余裕がないという
様子であった。2011 年 6 月、我々は被災地健康
運動支援情報ネットワーク（Undo（exercise &
physical activity）Information Network for the
Distressed Area: UNDA）に登録した。UNDA
は、避難所の運動支援に関わる支援者がより効果
的に活動できるよう、（1）避難所における運動に
関するニーズ、（2）関係各団体の支援者が提供で
きる内容、（3）運動に関する知識や情報を集約し

て支援者に公開する情報ネットワークである。
UNDAは宮城県内の避難所における運動支援マ
ップをインターネット上に公開しており、どの団
体がどこの避難所でどのような運動支援を展開し
ているかが一目瞭然であった。7 月、我々は
UNDAを通じて、山元町で運動支援に携わる東
北福祉大学の鈴木玲子特任准教授を紹介され、山
元町で運動支援に携わることになった。

3．宮城県亘理郡山元町における東日本大震災の
被害状況
宮城県亘理郡山元町（やまもとちょう）は、宮

城県の東南端の太平洋沿岸に位置する人口 16,711
人 2）の町である。2011 年 3 月 11 日、山元町では
震度 6強を観測し、その後の大津波により町の約
半分の地域が飲み込まれ（総面積の 37.2％が浸
水、図 1-A、B）、死者 615 名、全壊 2,214 戸（う
ち流出 1,013 棟）、大規模半壊 534 戸、半壊 548
戸、一部損壊 1,139 戸という甚大な被害を受けた
3）。さらに、鉄道・道路をはじめとする公共交通
機関や電気、上下水道など生活に不可欠なライフ
ラインは、破壊・寸断され、水田、いちご畑、漁
港などの産業基盤も壊滅的な被害を受けた（図
1-C）。
震災前 5年間の山元町は、20 名ほどの運動支

援リーダーにより 16 地区 26 ヵ所に健康づくり地
域運動サークルが設立され、運動や介護予防の取
り組みが活発に展開されていた。運動支援リーダ
ーは、町主催の健康づくり運動普及事業、運動普
及リーダー研修の修了生たちである。運動教室で
は、主にダンベル体操を運動支援リーダーが指導
していた。大震災が発生した 2週間前には、300
名以上の運動教室参加者が集まり「健康づくり運
動推進大会」が盛会に開催された。しかし、大地
震と大津波により教室の建物、教室参加者、運動
支援リーダーの自宅も津波により家を失うなど甚
大な被害を受けていた。震災直後、東北福祉大学

大久保善郎 1）、鈴木玲子 2）、大藏倫博 3）、重松良祐 4）、辻　大士 1）、三ッ石泰大 1）、檜森えりか 1）、
棚原友季 1）、藪下典子 5）、田中喜代次 3）

3-3．宮城県山元町（東日本大震災被災地）における事例研究

1）筑波大学大学院人間総合科学研究科
2）東北福祉大学予防福祉健康増進推進室
3）筑波大学体育系
4）三重大学教育学部
5）医療法人八千代会八千代病院
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鈴木玲子准教授と共に、運動支援リーダーたちは
自らが被災者でありながら体操指導を積極的にお
こない、避難所におけるエコノミークラス症候群
（急性肺動脈血栓塞栓症）や心的外傷後ストレス
障害（Posttraumatic stress disorder: PTSD）の防
止に貢献していた。

4．山元町へのスクエアステップの展開
仮設住宅の建設と入居、支援物資の供給にある
程度の目途が立ちつつあった 7月上旬に、我々は
東北福祉大学および山元町を訪れ、運動による健
康づくりの支援を申し出た。町の現状に精通する
鈴木准教授や保健師、管理栄養士との協議の末、
山元町の運動支援リーダーに新しい運動である
「スクエアステップ」を導入することにより、リ
ーダー活動の活性化、仮設中入居者を対象とした
運動教室の開催、中断していた地域の運動教室の
再開を試みることとなった。

スクエアステップは、筑波大学で開発された運
動プログラムであり、25cm四方の升目（スクエ
ア）で区切ったマットを利用して、前進・後退・
左右・斜め方向へのステップを踏むというもので
ある（図 2）。スクエアステップの特徴は、①指
導者の踏むステップパターンを見て、覚える集中
力や記憶力が求められること、②正しい位置に足
を置く注意力や調整力が求められること、③参加
者やスタッフとのコミュニケーションがとりやす
いこと、④挑戦意欲や達成感を感じ、継続性に優
れること、⑤幅広い年齢・体力水準に適応可能で
あることが挙げられる。スクエアステップの効果
は、身体機能の向上 4）、転倒予防効果 5）、認知機
能改善効果 6）などが報告されており、さらに
QoL 改善や活動量の増加、友人づくり、閉じこ
もり防止などの社会参加・活動の促進効果 7）も期
待されていることから、被災した山元町の高齢者
の健康づくりにも役立つと考えられた。 

図1．宮城県亘理郡山元町の津波による被害状況
A：宮城県内の町の位置　B：山元町の津波による浸水範囲外観図。大津波により山元
町の総面積の37.2%が浸水した 9） C：山元町沿岸部の津波による被害写真

図2．スクエアステップのマット（左）と運動の様子（右）

A B C
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5．スクエアステップ・リーダー養成講習会とス
キルアップ講習会
スクエアステップ・リーダー養成講習会は、

2011 年 8 月 1 日、8日、22 日、29 日、9月 5 日
の全 5回で開催され、山元町の運動支援リーダー
13 名が参加した。講習会の指導には、大学教員、
スクエアステップ公認養成員、スクエアステップ
指導員、健康運動指導士など各回 2～4名が担当
した。研修会の内容は、スクエアステップの実技
を中心として、教室の進め方、準備運動、整理運
動、レクリエーション、マッサージも取り上げ
た。第 5回目はスクエアステップ・リーダー認定
試験と修了式をおこなった。認定試験には全員が
合格し、13 名のスクエアステップ・リーダーが
認定された（図 3）。
2011 年 9 月 26 日からは運動支援リーダーのス

クエアステップに関する知識と技術向上を目的と
したリーダー・スキルアップ講習会を開催した。
スキルアップ講習会では、スクエアステップ指導
に関する疑問点のディスカッション、成功・失敗
事例の紹介、指導時の留意点の復習などをおこな
っている。

また筑波大学スタッフは仮設住宅集会所におけ
る運動教室でスクエアステップを指導した。全 4
回の運動教室を開催して、その後、山元町の運動
支援リーダーによる指導に移行した。

6．山元町リーダーによる運動教室
山元町のスクエアステップ・リーダーが誕生し

た 2011 年 9 月に、リーダーによる運動教室が 3
つの仮設住宅集会所で開催された。運動指導の内
容は、スクエアステップだけでなく、ダンベル体
操、ストレッチ、リズム体操、レクリエーショ
ン、マッサージなどである。指導者は、リーダー
が 2～4名で担当している。運動教室ではリーダ
ーが参加者の心身の状態によく配慮して、ユーモ
アを交えながら楽しく運動を実践している（図
4）。2012 年 3 月現在には、6ヵ所の仮設住宅集
会所、15 ヵ所の地域の運動教室の開催に至り、
各教室の平均参加人数は 6～30 名で、合計 250 名
以上になる。
筑波大学スタッフの訪問頻度は、2011 年 7 月

～9月上旬は毎週、9月下旬～11 月は月 2回、12
月～3月は月 1回と徐々に減少させ、地元主体で

 

A

C

B

図3．仮設住宅集会場におけるスクエアステップ・リーダー養成講習会
A：山元町の仮設住宅　B：講習会の様子　C：認定試験終了後の記念撮影
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の運営に移行させてきた。2012 年 4 月からはさ
らに頻度を落とし、2ヵ月に 1回訪問し、地元の
運動支援リーダーの後方支援を継続する予定であ
る。

7．復興支援活動を振り返って
当初は、災害急性期の運動支援者の役割につい
て考えることから始まった。生き抜くことが最大
の関心である災害急性期には、衣（医）・食・住
の重要性が大きく、運動する余裕がない。そのよ
うな避難所の中で、感謝も非難も受けながら運動
指導に奮闘した鈴木准教授や運動支援リーダーた
ちには頭が下がる。エコノミークラス症候群予防
に運動が必要であるという知識が浸透したこと、
各地で運動の実践に努めたことで、東日本大震災
では 2007 年の新潟県中越沖地震に比べてエコノ
ミークラス症候群予防の発症が少なかったと言わ
れている 8）。我々が学んだことは、災害急性期の
運動指導で最も役立つことは災害前からの信頼関
係だということである。災害時にいつも見慣れた
顔が来てくれるととても安心するという。運動支
援者として災害時に備えるとすれば、常日頃から
人々との信頼関係を築くことと、運動指導の知識
と技術を磨くことが重要だと感じた。
地元の住民から大きな信頼を受けている運動支
援リーダーたちが指導するからこそスクエアステ
ップも受け入れられるのだと思う。運動教室の明
るさは被災地とは思えないほどである。運動教室
の応援に行く我々の方が、参加者の元気に圧倒さ
れて帰ってくる。しかし、休憩時間に個人的な話

を伺うと、命からがら津波から逃れた経験を涙な
がらに話される方も少なくない。それぞれが心に
大きな傷を抱えながらも、元の生活を取り戻そう
と懸命に生活しているのがよく伝わってくる。山
元町の運動教室の参加者からは、運動できること
が元の生活を取り戻しつつあることを実感する機
会にもなっているという声を聞いた。運動支援が
災害復興期に果たす新たな役割を学ぶことができ
た。
本活動は東日本大震災で被災した宮城県亘理群

山元町の復興、特に保健福祉（健康増進）部門の
充実に資することを企図して始めた支援活動であ
る。今後は、一時の支援に終わらせることなく、
スクエアステップエクササイズを核とした住民主
体の健康増進活動が元気長寿支援プログラムの一
つとして山元町に根づくよう支援を継続していき
たい。
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